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吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画における章構成
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吉田川・高城川命と生業を守る流域治水推進計画においては、特定都市河川浸水被害対策法の第４条２項にて定められている流域水害対策計画に定め
るべき事項について、各種対策の目的や効果の明確化を図り、かつ流域治水の基本理念に則り、あらゆる関係者が連携した取組とするため、下表に示す
とおり、法に記載されている事項を置き換えている。

なりわい

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画における章構成
特定都市河川浸水被害対策法の第
４条２項に記載されている該当事項

第1章 特定都市河川流域の現状と課題

第2章 特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針 一、二、三

第3章 都市浸水想定 四

第4章 特定都市河川流域における施設整備に関する事項 五、七、十四

第5章 特定都市河川流域における雨水貯留浸透施設整備に関する事項 六、八

第6章 雨水貯留浸透施設整備計画の認定に関する基本的事項 九

第7章
特定都市河川流域において農業分野が行う浸水被害の防止を図るため
の措置に関する事項

第8章
その他特定都市河川流域における既存施設の運用改善等による浸水
被害の防止を図るための措置に関する事項

六、十、十四

第9章 貯留機能保全区域又は浸水被害防止区域の指定の方針 十二

第10章 都市浸水想定の区域における土地の利用に関する事項 十一

第11章
その他浸水被害・軽減及び浸水被害が発生した場合における被害の拡
大を防止するための措置に関する事項

十三、十四

第12章 命と生業を守る流域のサポートに関する事項

第13章 浸水被害を最小化するための仕組み 十四
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平年の年降水量分布図
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第１節 特定都市河川流域と特定都市河川、特定都市下水道の概要

第１項 特定都市河川流域の概要

・吉田川流域は4市5町1村（仙台市、東松島市、大崎市、富谷市、松島町、利府町、
大和町、大郷町、大衡村、色麻町）からなり、流域面積は約350km2である。
・吉田川は、黒川郡大和町の北泉ヶ岳に源を発し、途中善川 、竹林川等を合わせ流
下し、大崎市(鹿島台) 二子屋付近から鳴瀬川と背割堤をはさみ並行して流れ、東
松島市野蒜において鳴瀬川に合流する。
・高城川流域は、1市4町1村（大崎市、松島町、利府町、大和町、大郷町、大衡村）か
らなり、流域面積は約120km2である。
・高城川は、上流区間を鶴田川と称し、黒川郡と大崎市の境界にある戸口山に源を
発し、東流して新堀川、小迫川、大迫川、広長川を合わせ、吉田川を幡谷サイフォ
ンにより横過して高城川となる。さらに南流して、明治潜穴（高城川トンネル）を経由
して田中川、新川をあわせ、松島湾に注ぐ。

人口は全体的に横ばいで推移

宮 城県 北
上
川

旧
北
上
川

名取川

高
城
川

吉田川

仙台

人口の推移

土地利用の変遷

・平成元年代～20年代、森林・農地が減少し、吉田川上流域で都市化
が進行

・奥羽山脈の東斜面がかかる吉
田川上流域は、年間1,500mmを
超える多雨地域。

・平野部に位置する高城川流域
は、年間1,000～1,200mm程度。
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出典：土地利用細分メッシュ

出典：宮城県統計資料

吉田川流域市町村：
東松島市、大崎市、富谷市、松島町
大和町、大郷町、大衡村、色麻町を集計
（仙台市は市街地を含まないため除外した）

高城川流域市町村：
大崎市、松島町、利府町、大和町、
大郷町、大衡村を集計
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市町村 公共下水道名称（特定都市下水道対象処理区） 整備状況

仙台市 仙台市公共下水道（仙塩処理区） 済

大崎市 大崎市公共下水道（鹿島台地域） 概成

松島町 松島町単独公共下水道（松島処理区） 済

大和町 大和町公共下水道（黒川処理区） 済

大衡村 大衡村特定環境保全公共下水道（黒川処理区） 済

第１章 特定都市河川流域の現状と課題

吉田川・高城川流域内下水道（雨水）整備区域
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第２項 特定都市河川の概要

・吉田川流域は、山間部から本川、善川、竹林川の三川合流までの勾配は1/300
～1/500と急勾配で、そこから1/3,000と急激に緩やかになり、洪水時には水位が
急上昇する特性がある。
・高城川も鶴田川上流区間は1/200～1/500と急勾配だが、幡谷サイフォン（吉田
川サイフォン）上流区間で1/22,000と急激に緩やかになる。幡谷サイフォン（吉
田川サイフォン）下流区間も1/4,000程度と緩やかな勾配となっている。
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第３項 特定都市下水道の概要

・吉田川流域、高城川流域内では、下水道（雨水）は仙台市、大崎市、松島
町、大和町、大衡村の2市2町1村で整備されており、下水道計画（1/7～
1/10確率雨量）に対する施設整備を実施してきている。

吉田川・高城川流域内の下水道（雨水）整備状況
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第２節 過去の浸水被害の状況

吉田川の主な出水 高城川の主な出水

洪水発生年
流域平均2日
雨量（mm）※1

被害状況※2

1910 明治43年8月 295

死者：26名、行方不明者：17名、負傷者：39名
家屋全半壊：131戸
床上浸水：422戸、床下浸水：171戸
氾濫面積：925ha

1913 大正2年8月 - 床上浸水：約400戸、床下浸水：約470戸

1947
昭和22年9月
（カスリン台風）

254
床上浸水：850戸、床下浸水：650戸
氾濫面積：3,134ha

1948
昭和23年9月
（アイオン台風）

334
床上浸水：1,001戸、床下浸水：925戸
氾濫面積：6,491ha

1950 昭和25年8月 232
家屋流出：46戸
床上浸水：614戸、床下浸水：344戸
氾濫面積：4,185ha

1986 昭和61年8月 289
床上浸水：1,123戸、床下浸水：608戸
氾濫面積：6,050ha

2002 平成14年7月 211
床上浸水：3戸、床下浸水：75戸
氾濫面積：837ha

2011 平成23年9月 280
床上浸水：4戸、床下浸水：5戸
氾濫面積：734ha

2015
平成27年9月

（関東・東北豪雨）
324

床上浸水：164戸、床下浸水：171戸
氾濫面積：1,595ha

2019
令和元年10月

（令和元年東日本台風）
331

床上浸水：492戸、床下浸水：186戸
氾濫面積：5,538ha

出典：昭和25年8月洪水以前は、「概要江合・鳴瀬両河川改修工事し（北上川下流工事事務所）」
昭和61年～平成27年洪水は「水害統計」から記載

※1：吉田川落合地点
※2：明治43年8月洪水の被害状況は、鳴瀬川を含む。家屋全半壊は、土砂災害を含む場合がある。

大正2年8月洪水は、中新田町の被害（出典資料の大正2年8月洪水が中新田町被害のみ掲載）。

洪水発生年
流域平均24h
雨量（mm）※1

被害状況

1947
昭和22年9月
（カスリン台風）

148.7 氾濫面積：150ha

1948
昭和23年9月
（アイオン台風）

256.1 氾濫面積：165ha

1950 昭和25年8月 176.6 氾濫面積：70ha

1958 昭和33年9月 210.5 氾濫面積：1,200ha

1966 昭和41年9月 155.0 氾濫面積：1,444ha

1979 昭和54年10月 90.8
床上浸水：385戸、床下浸水：410戸
氾濫面積：87ha

1980 昭和55年12月 69.7
床上浸水：41戸、床下浸水：129戸
氾濫面積：40ha

1986 昭和61年8月 265.6
被災家屋：503棟
氾濫面積：700ha

1997 平成9年6月 144.2 氾濫面積：131ha

1999 平成11年7月 114.5
被災家屋：21棟
氾濫面積：496ha

2002 平成14年7月 196.9
被災家屋：52棟
氾濫面積：6ha

2011 平成23年9月 243.7
被災家屋：45棟
氾濫面積：104ha

2015
平成27年9月

（関東・東北豪雨）
132.3 氾濫面積：324ha

2019
令和元年10月

（令和元年東日本台風）
314.9

被災家屋：161棟
氾濫面積：50ha

2022 令和4年7月 273.0
被災家屋：184棟
氾濫面積：119ha

出典：水害統計（国土交通省河川局）ほか※1：鶴田川品井沼地点

※被災家屋：罹災証明を申請した家屋
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＜昭和６１年８月洪水の被害状況＞

←吉田川

＜平成１４年７月洪水の被害状況＞

＜平成２３年９月洪水の被害状況＞

＜平成２７年９月関東・東北豪雨の被害状況＞

＜令和元年東日本台風の被害状況＞

＜令和４年７月洪水の被害状況＞

大崎市(鹿島台)市街地の浸水状況 高城川右岸提内地の浸水状況

吉田川下流部の浸水状況 鶴田川の増水状況

品井沼遊水地への流入状況

品井沼遊水地

吉田川上流三川合流点（吉田川・善川・竹林川）付近の浸水状況

堤防決壊地点（大郷町中粕川地区） 大崎市志田谷地地区付近の浸水状況

幡谷サイフォン付近の浸水状況 大崎市鹿島台の浸水状況

高城川→
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第３節 治水の沿革と現状の課題

・ 江戸時代以前、吉田川や鶴田川は品井沼に流入していた。鳴瀬川が増水すると逆流した水で品井沼や吉田川、鶴田川で氾濫が発生し、多大な被害
が発生した。

・ 江戸時代に品井沼の水を松島湾へ排水する事業が実施され、さらに大正・昭和初期には鶴田川と吉田川を分離し、鶴田川は幡谷サイフォンを通じ
て高城川に接続し松島湾に注ぐ現在の形となった。

・ さらに、鳴瀬川の洪水が吉田川に逆流して氾濫が発生することを防止するため、背割堤が設置された。

⚫ 吉田川の下流に位置する品井沼は約2,500haの沼地だっ
た。

⚫ 吉田川や鶴田川は品井沼に流入し、小川を通じて鳴瀬川
に合流していた。

⚫ 鳴瀬川が増水すると水が品井沼や吉田川、鶴田川へ逆流
し、氾濫して周囲に多大な被害が発生した。

⚫ 江戸時代に品井沼の水を松島湾へ流下させる『元禄潜
穴』を開削した。

⚫ 鳴瀬川の逆流防止工事とあわせ、新たに600町歩の新田
を開発した。

⚫ 明治時代になると、元禄潜穴の機能維持が困難になり、
度々水害が発生するようになった。そこで、さらに明治
潜穴を開削した。

⚫ 大正、昭和初期に、吉田川と鶴田川を分離し、鶴田川は
幡谷サイフォンを通じて高城川に接続し、品井沼の水は
吉田川を横過し松島湾に注ぐ現在の形となった。

⚫ 昭和初期に、鳴瀬川から吉田川への洪水の逆流を防止す
るため、背割堤が設置された。

明治初期頃の
品井沼の状況

元禄潜穴

【原始河川】 【江戸時代】 【明治以降】

氾濫常習地帯

松島湾

品井沼

元禄潜穴の開削
（元禄6年

～元禄11年）

導水

松島湾

品井沼
背割堤の設置

(大正14年
～昭和15年)

幡谷サイフォン
(昭和7年～

昭和9年)

明治潜穴
(明治39年

～明治43年)

松島湾

吉田川新川開削
(昭和7年

～昭和8年)

幡谷サイフォン（設置当時）

鶴田川

高城川

松島湾

第１項 昭和初期以前の治水事業

吉田川、鶴田川・高城川流域の地形標高
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・ 鶴田川では、昭和22年のカスリン台風、昭和23年のアイオン台風
を契機に、支川の一部区間を含み、昭和24年度より中小河川改修
事業として着手し、昭和33年9月の洪水を契機に品井沼遊水地を
含む現改修計画が決定され、平成8年に品井沼遊水地の完成をも
って概成している。上流域では、昭和50年、昭和61年に災害関連
事業で河道改修を実施している。

・ 高城川では、昭和54年10月、昭和55年12月の高潮による被害を契
機に、昭和56年から小規模河川改修事業に着手し堤防嵩上げによ
る高潮対策を実施している。

・ 高城川支川においては、広域一般事業等、局部改良事業等により
河道改修を実施し概成している。

第２項 吉田川の治水事業の沿革
（鳴瀬川河川改修計画の変遷）

第３項 高城川の治水事業の沿革

・ 明治43年8月洪水及び大正2年8月洪水を契機に、大正6年から治水事業を一
部実施（宮城県）。大正10年の第2期治水計画により吉田川の計画高水流
量を560m3/s(鹿島台)と定め、大正12年から直轄改修工事に着手

・ カスリン台風(昭和22年9月)、アイオン台風(昭和23年9月)を契機に、昭和
24年に第1次改定計画を策定。

・ 昭和41年一級河川の指定に伴い、工事実施基本計画を決定。流域の開発状
況等に鑑み、昭和55年に工事実施基本計画を改定。吉田川の基本高水のピ
ーク流量2,300m3/s（落合）を上流ダム群により700m3/s 調節して、計画高
水流量を1,600m3/s とした

・ 平成9年河川法改正に基づき、平成18年に河川整備基本方針を策定。吉田
川の基本高水のピーク流量2,300m3/s(落合)を流域内の洪水調節施設により
700m3/s調節して、計画高水流量を1,600m3/s とした

・ 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震を受けて、河口部にお
ける津波・高潮対策や地盤沈下等に対応するため、平成24年11 月に河川
整備基本方針を変更

高城川流域の改修履歴

鳴瀬川河川改修計画の変遷

改修事業計画名 着手の動機
計画高水
流量

（m3/s）
工事内容

大正6年(1917)以降 県営工事 明治42,43年(1909,1910)の大出水 不明 築堤工事、品井沼排水工事

大正10年(1921)以降 直轄改修当初計画 560
河積増大のための掘削、浚渫及び河
道整正、吉田川と品井沼の分離

昭和24年(1949)の改修 第一次改定計画
カスリン台風（昭和22年9月洪水）
アイオン台風（昭和23年9月洪水）

1,200
河口部導流堤工事、堤防の拡築、嵩
上げ、掘削、浚渫及び河道整正

昭和41年(1966) 工事実施基本計画 一級河川の指定 同上
堤防拡築、嵩上げ、掘削、内水対策
事業

昭和55年(1980) 工事実施基本計画 新手法による全面的な見直し 1,600
堤防新設拡築、掘削、浚渫及び河道
整正、幡谷サイフォン改築、内水対
策事業

平成18年(2006) 河川整備基本方針
河川法改正による全面的な見直し 同上

堤防新設拡築、掘削、河道整正、内
水対策事業等

平成19年(2007) 河川整備計画(大臣管理)
平成20年(2008) 河川整備計画(知事管理)
平成24年(2012) 河川整備基本方針【変更】
河川整備計画(大臣管理)(知事管理)【変更】

東北地方太平洋沖地震に伴う見直し 同上 高潮及び津波に対応した堤防整備等

平成26年(2014) 河川整備計画(大臣管理) 【変更】
平成27年(2015) 河川整備計画(知事管理) 【変更】

ダム事業の検証（鳴瀬川総合開発事
業・筒砂子ダム建設事業）に基づく
対応方針に伴う見直し

同上
堤防新設拡築、掘削、河道整正、内
水対策事業等

平成28年(2016) 河川整備計画(大臣管理) 【変更】
河川整備計画(知事管理) 【変更】

関東・東北豪雨に伴う見直し 同上
堤防新設拡築、掘削、河道整正、内
水対策事業等

令和2年(2020) 河川整備計画(大臣管理) 【変更】
河川整備計画(知事管理) 【変更】

吉田川上流遊水地群施設諸元・位置
決定に伴う見直し

同上
堤防新設拡築、掘削、河道整正、遊
水地、内水対策事業等

令和4年(2022) 河川整備計画(大臣管理) 【変更】
令和元年東日本台風に伴う見直し、
鳴瀬川ダム・漆沢ダムに関する基本
計画策定に伴う見直し

同上
堤防新設拡築、掘削、河道整正、遊
水地、内水対策事業等
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＜鶴田川改修事業＞

・吉田川が品井沼から分離され、鶴田川が幡谷サイフォンを通じて高城川に接続して以降も、干拓により美田となった品井沼周辺地区は毎年のように浸
水被害を受ける状況であり、カスリン台風（昭和22年9月）、アイオン台風（昭和23年9月）を契機に、昭和24年から中小河川改修事業として鶴田川
の改修に着手した。

・ 昭和33年9月洪水により鶴田川左岸堤防が決壊したことを受けて、昭和36年に品井沼遊水地計画が策定された。
・ 昭和54年に鶴田川地区県営圃場整備事業との関連で、各支川の区間延長を行い、平成8年に越流堤が完成し、鶴田川中小河川改修事業が概成した。

品井沼排水機場 品井沼遊水地内の様子 遊水地越流堤

JR東北本線

幡谷サイフォン

国道346号

品井沼遊水地

越流堤
越流堤：860m
越流堤高：S.P.4.8m
越流量：287m3/s

面積：347ha
貯留量：9,744,000m3

品井沼遊水地

第４項 吉田川・高城川の主な治水事業
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＜水害に強いまちづくりモデル事業＞

・昭和61年8月。台風10号から変わった温帯低気圧により、吉田川4ヶ所で堤防が決壊し、大崎市（鹿島台）を中心に最大12日間冠水、甚大な浸水被害と
なった。これを受けて、直轄激甚災害対策特別緊急事業に指定し、緊急的に事業を進めるとともに、「水害に強いまちづくりモデル事業」制度が設
立し、鹿島台町（現大崎市）、松島町、大郷町が全国初のモデル地区に選ばれ、二線堤や非常用排水樋管の整備、避難システム、防災行政無線の各
戸配布等、地域と行政が一体となり地域全体を水害に強い形態に変える取り組みを行ってきた。

バ
イ
パ
ス
区
間 二

線
堤

河
川
管
理
用
通
路

鹿島台市街地

二線堤の設置

河川改修の計画的促進 排水機場の非湛水化

避難場所の確保・各戸防災無線の設置

志田谷地排水機場 山王江排水機場

水防拠点の整備

防災行政無線受信機の各戸配布

【水害に強いまちづくりモデル事業の目的】
地形条件等により洪水によって壊滅的な被害を受ける恐れがある

地域においては、堤防の整備と併せて地域全体を水害に強い形態に
変えていく必要があるため、二線堤、輪中堤等の施設を総合的に整
備することにより、水害に強いまちづくりを推進し、地域の壊滅的
な被害を防止する。
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・「平成27年9月 関東・東北豪雨」で大きな被害が発生した吉田川流域において、国、宮城県が主体となり、大和町・大衡町と連携して緊急的な治水対
策を実施した。

＜床上浸水対策特別緊急事業＞

竹林川遊水地
施工箇所：0.4k～1.4K
湛水面積：約60ha
湛水容量：約56万m³

善川遊水地
施工箇所：2.2k～3.96K
湛水面積：約56ha
湛水容量：約195万m³

H27.9洪水に対し
て越水による床
上・床下浸水被
害の軽減

「床上浸水対策特別緊急事業」の概略工程
事業効果

国
土
交
通
省

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

令和4年度
（2022）

〇吉田川 【掘削・築堤】
(落合橋～高田橋)

〇竹林遊水地

〇善川遊水地

宮
城
県

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

令和4年度
（2022）

令和5年度
（2023）

〇吉田川 【掘削・築堤】
(高田橋～籠釣橋)

〇善川災害復旧

用地調査・取得

用地調査

河道掘削工事・築堤工事

用地取得・地役権設定

遊水地堤防築堤工事・関連施設工事測量・設計

用地調査

測量・設計

用地取得・地役権設定

遊水地堤防築堤工事・関連施設工事

河道掘削工事・築堤工事・関連施設工事

護岸工事・築堤工事

測量・設計

用地調査・取得
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・令和元年東日本台風により、吉田川等33か所で堤防越水・溢水が発生し、そのうち1箇所では堤防決壊に至り、再び甚大な浸水被害が発生したことを
受けて、吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」を策定し、流域のあらゆる関係者が協働し、将来起こりえる災害に対して地域特性
に即した効果的な施策を実施し、人命と地域の生業を守り、安全・安心な社会を形成することとした。

＜吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」＞

取組メニュー６本の柱

嵩上げ

洪水痕跡看板

水防災拠点の機能拡張

河道掘削

洪水痕跡看板の設置

Ⅰ Ⅱ

Ⅲ Ⅳ

Ⅴ Ⅵ宅地嵩上げ（復興まちづくり）

排水機場の耐水化

内水対策

主な取組メニュー

Ⅱ.氾濫拡大の防止

Ⅰ.治水安全度の向上 Ⅴ.適正な土地利用の規制誘導Ⅲ.避難地警報システム

Ⅳ.氾濫水排除の迅速化

・堤防整備
・河道整備（河道拡幅・河道掘削）
・ダムの柔軟な対応（既存ダム有効活用）
・新たな洪水調節施設（ダム・遊水地）
・水田貯留（田んぼダム）、ため池改修
・堤防強化
・堤防天端の活用 等

・雨水貯留施設・調整池の整備
・排水路の整備・維持管理
・氾濫流抑制（道路嵩上げ・二線堤） 等

Ⅵ.新たな減災・ソフト対策

・水防災拠点の機能拡張・増設
・各種制度の拡充および基準規制の緩和
・避難路・復旧路線（道路嵩上げ・二線堤）
・防災行政無線戸別受信機や防災ラジオ等の配布
・光ファイバー回線の2重化
・地区別ハザードマップ
・内水ハザードマップ 等

・都市計画等と防災対策の連携強化
・浸水想定地域等ハザードエリアからの移転・建替

え等に対する自治体支援の推進
・復興まちづくり（中粕川地区）
・宅地嵩上げ・高床化の支援 等

・地域別情報発信手法の構築
・災害時情報担当者の確保・連絡体制の構築
・マイ・タイムラインの作成
・関係機関が連携した水防訓練
・ロールプレイング防災訓練の継続実施 等

・排水施設の増設検討
・既設排水機場の能力強化・非浸水化
・非常用排水樋管の工夫・改良 等
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（１） 流域の課題

第５項 吉田川・高城川 特定都市河川流域における現状の課題

・都市化や工場等の企業立地等、流域の土地利用が変化しており、森林や農地の減少により流域山間部の保水能力が低下することが懸念される。

・中下流域は沿川に広大な低平農地が広がり、平坦な地形のため避難場所までの距離が長い。また、一時避難場所の確保が困難である。

地形横断図（吉田川～鶴田川間）

-1

0

1

2

3

鶴田川吉田川

標
高
(m

)

品井沼遊水地

←大迫川

鶴
田
橋

幡谷サイフォン

河川沿川は平坦で洪水時に避難できる場所がない

流域の土地利用変化
（昭和60年代前半：（1984～1987年） →現在）

都市化の進展

都市化の進展
企業立地

企業立地

都市化の進展

① ②
②

①
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（２） 河川の課題

・吉田川上流部では、山地から平野部に移行する勾配変化点で吉田川と善川、竹林川の三川が合流するため、合流点上流部の河道流下能力が低い。

・吉田川中流部は勾配が緩やかで、かつ下流部の河道が狭いため、洪水時に河道の水位が上昇しやすく氾濫の危険性が高い。

・吉田川下流部は鳴瀬川と一連区間で並行しており、山地に挟まれた狭窄部を２つの河川が流下する地形であるため、河道拡幅等の河川改修は困難。

・高城川は、水害常襲地帯であった品井沼周辺の水害対策として、山間部を最大限に掘削改修した人工河川であり、河道拡幅等の河川改修は困難。

・高城川上流部（鶴田川）は、幡谷サイフォンで高城川に接続しており、幡谷サイフォンの流下機能が低下すると氾濫が発生しやすくなる。

・高城川下流部は日本三景松島の市街地部（文化財保護法による特別名勝松島の保護地区に指定）を流下しており、河道拡幅等の河川改修は困難。

高城川は、山間部を掘削改修した
人工河川（拡幅困難）

トンネル出口

トンネル入口

吉田川下流部では、山地に挟まれた狭窄部を
２つの河川が流下する地形（拡幅困難）

吉田川中流部は、洪水時に河道の水位が上昇しやすく、氾濫の危険性が高い

吉田川上流部では、勾配が変化する地点で三川が
合流するため、合流点上流区間の河道流下能力が低い

高城川下流部は、文化財保護法による特別
名勝松島の保護地区に指定（河川改修困難）

高城川上流部（鶴田川）は、幡谷サイフォンに
より流下能力が制御されている

令和元年東日本台風による浸水被害状況

大郷町

松島町

大崎市

大和町

大衡村

平成27年関東・東北豪雨

松島湾

国
道
4
5
号
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（３） 河川以外の課題

・吉田川中下流部および鶴田川（高城川のサイフォン上流区間）の低平地では河川水位が上昇しやすく、沿川農地は地盤高が低いため、洪水時に河川

水位が上昇すると河川へ自然排水が出来ず、氾濫が長期化しやすい。

・吉田川沿川の平坦な低平地への宅地化進行により、都市部においても内水浸水が頻発している。

・高城川（サイフォン下流区間）は潮位の影響を受けるため、流入支川の排水能力が阻害され、内水浸水が発生しやすい。

内水氾濫による都市部の浸水被害

姥ヶ沢地区

自然排水が出来ず、氾濫が長期化

潮位の影響を受け、流入支川沿川で内水浸水が発生

桧和田地区

令和4年7月洪水 令和4年7月洪水 令和4年7月洪水

東北本線松島駅前
排水ポンプ車による排水活動

令和4年7月洪水

沿岸農地の内水浸水の様子

令和4年7月洪水

国道45号の冠水状況（松島海岸）
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【凡 例】

行政区域

大臣管理河川

知事管理河川

高城川流域界
吉田川流域界

松島湾

東 松 島 市

南川

板坂川

色 麻 町

利 府 町

仙 台 市

大 崎 市

松 島 町

大 郷 町

富 谷 市

大 和 町

大 衡 村
鹿島台総合支所

E4

4

457

108

346

45

45

4

山地に挟まれた狭窄部を２つの
河川が流下する地形（拡幅困難）

：河川以外の課題

：河川の課題
：流域の課題

文化財保護法による特別名勝松島の
保護地区に指定（河川改修困難）

山間部を掘削改修した
人工河川（拡幅困難）

内水氾濫による浸水被害
発生地区（桧和田地区）

都市化や工場誘致等により、
流域山間部の保水能力が低下

トンネル出口

トンネル入口

中流・下流域は低平地による水害リスクが増大

吉
田
川→

内水氾濫による浸水被害発生地区
（姥ヶ沢地区）

勾配が変化する地点で三川が
合流し、河道流下能力が低い

潮位の影響を受け、
内水氾濫浸水が発生

河川の水位が上昇しやすく浸水リスクが高い

自然排水が困難で浸水が長期化

高城川上流部（鶴田川）の河道流下能力は、
幡谷サイフォンにより制限

幡谷サイフォン

15



〇 吉田川・高城川特定都市河川流域では、近年の地球温暖化に伴う気候変動等の影響による豪雨の頻発化、激甚化に加え、山間部から急勾配の本支川が

標高差の少ない低平地に集積する地形や、中上流域の都市化の進展による保水機能の低下等の水害リスクの高い地形的、社会的要因を踏まえ、流域の

あらゆる関係者が自分事として流域治水に取り組むことが重要である。

〇当該流域における流域治水の実践にあたっては、河川整備の加速化のみならず、流域対策として雨水貯留浸透施設の整備やため池の利用等の対策を継

続的に進めつつ、土地利用のあり方（貯留機能保全区域や浸水被害防止区域の指定等）も検討するなど、流域のあらゆる関係者が連携した総合的かつ

多層的な浸水被害対策を実施することとあわせ、地域の発展に資する取り組みを展開することによりシビックプライドを醸成し、誇りを持てる地域を

形成していくことを目指す。

○具体的には、令和元年東日本台風（令和元年10月洪水）を「都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨（計画対象降雨）」と定め、河川・下水道整備

の加速化や雨水貯留浸透施設等の流域対策を一層推進するとともに、浸水被害が想定される区域については、水害リスク（浸水深や浸水頻度等）やま

ちづくり計画等を考慮した土地利用や住まい方の工夫等により、外水氾濫に対する家屋被害の防止（家屋浸水ゼロ）と農地浸水を早期に解消すること

を基本とし、あわせて、内水氾濫に対する家屋浸水を減らし、浸水時間の早期解消を目指す。。

○また、対策段階あるいは局地的豪雨等によって浸水被害が発生してしまった場合においても、早期に普段の生活を取り戻すことを念頭におくこととす

る。

〇なお、当該流域内にあっても、地域によっては計画対象降雨に定めた令和元年東日本台風（令和元年10月洪水）よりも令和4 年7 月洪水等の方が、局

地的な豪雨に伴い浸水被害が大きくなった事例もあることから、地域毎の降雨特性を踏まえたハード・ソフト両面から対策を検討していく。

○また、浸水被害対策の実施にあたっては、社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能

で魅力ある国土・都市・地域づくりを進めるグリーンインフラの考えを踏まえるとともに、地形特性や土地利用等に留意する。加えて、中小規模洪水

に対する安全度の向上など、段階的に対策効果が発現できるよう、各対策の特徴を踏まえた効率的な実施に努める。

○上記浸水被害対策目標達成に向けて、流域のあらゆる関係者の参画のもと、土地利用状況や地形特性等を踏まえ、「①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす

ための対策」、「②被害対象を減少させるための対策」、「③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策」、「④命と生業を守る流域のサポート」の

4 つの視点から、総合的かつ多層的な対策を講じる。

第２章 特定都市河川流域における浸水被害対策の基本方針
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基本方針・目標



②二線堤

①雨水貯留
施設整備

②宅地嵩上げ

①ため池等の
活用

対策実施後

①排水機場

①田んぼダム

①田んぼダム

①遊水地

浸水区域と
浸水時間を減少

河川への
流入を抑える

家屋浸水を
限りなくゼロへ

河川への
流入を抑える

河川への
流入を抑える

①河道掘削

氾濫を防ぐ
・減らす

氾濫を防ぐ
・減らす
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浸水区域

浸水区域内に集落・
水田・畑地が混在

対策実施前

浸水被害対策のイメージ

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

②被害対象を減少させるための対策

③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策

④命と生業を守る流域のサポート

河道掘削、遊水地の整備、雨水貯留機能の拡大 等

リスクの低いエリアへ誘導、土地利用（貯留機能保全区域の指
定等）/住まい方の工夫、浸水範囲を減らす（二線堤の整備） 等

氾濫水を早く排除する（排水機能の強化）、マイ・タイムライ
ン、水害リスクライン、キキクルの普及促進 等

持続可能な生業の体制構築

③ソフト対策（リスクコミュニケーションの充実等）

④命と生業を守る流域のサポート



大崎市

大衡村

富谷市

大郷町

松島町

松島湾

東松島市
南川

色麻町

利府町

高
城
川→

大和町

仙台市
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第１節 計画期間

第２節 計画区域

計画期間は，河川整備計画（国、県）、下水道計画、まちづ
くりの計画期間を踏まえ、計画対象降雨（令和元年東日本台風
）に対し、流域一体で総合的かつ多層的な浸水被害対策による
浸水の解消又は軽減する効果を発現させるために必要な期間と
して、概ね30年を設定する。
なお、計画期間中は、ロードマップに基づく浸水被害対策の施策
および進捗状況について、5年程度を目安として継続的にフォロー
アップし、関係機関による進捗状況や課題の共有を図るとともに、地
域住民と情報共有を図りながら計画を推進していく。。

計画区域は、吉田川・高城川の自然流域に吉田川
・高城川流域に流れ込む下水道事業計画区域を含
めた吉田川・高城川特定都市河川流域全体とし、
河川対象区間は、水防法第14 条に基づく洪水浸
水想定区域指定河川の吉田川（大臣・知事管理）
及び25 支川（知事管理）、高城川（知事管理）
および9支川の知事管理区間上流端までとする。

凡 例

特定都市河川（大臣管理区間）

特定都市河川（知事管理区間）

特定都市河川流域（吉田川）

特定都市河川流域（高城川）

行政界

・鳴瀬川水系河川整備計画（大臣管理
区間）はR4.9に変更しており、対象期
間は概ね30年（残29年）。
・鳴瀬川水系河川整備計画（知事管理
区間）はR2.6に変更しており、対象期
間はH19から概ね30年（残16年）。
・高城川水系河川整備計画はH30.1に策
定しており、対象期間は概ね30年（残
25年）。

河川 下水道 まちづくり

・仙台市、松島町、大和町、大衡村
で下水道（雨水）整備済。大崎市（
鹿島台地区）は概成。

・宮城県内の都市計画区域マスタープ
ランは概ね20年間の都市計画の整備
、開発及び保全の方針を定めている。
・吉田川流域、高城川流域は、4つの都
市計画区域（仙塩広域、石巻広域、大
崎広域、大郷）に位置付けられ、現在
の計画では2035年を目標年次（残12
年）としている。
・各市町村の都市計画マスタープラン
は、計画期間10～20年で作成されて
おり、現時点の最長目標年次の自治
体は2045年（残22年）である。

計画期間を概ね30年と設定

・【河 川】 ： 河川整備計画の計画完了年まで、吉田川流域は概ね30年、高城川流域は概ね25年である。
・【下 水 道】 ： 下水道（雨水）は、仙台市、松島町、大和町、大衡村で整備済。大崎市（鹿島台地区）で概成。
・【まちづくり】 ： 宮城県都市計画区域マスタープランは随時見直されており、現計画の目標年次は2035年（残12年）である。
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第３節 特定都市河川流域において都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨

流域全体で都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨（計画対象降雨）を令和元年東日本台風（吉田川落合地点上流で331mm/2日）と
して降雨波形及び降雨量を定め、河川整備、下水道整備、貯留浸透施設の設置、土地利用規制等を活用し、流域内住民等の安全の確保
を図る。

主要な洪水の雨量・流量・被害状況（吉田川）

計画対象降雨の設定

洪水名
流域平均2日
雨量(mm)

最大流量
(m3/s)

床上浸水
(戸)

床下浸水
(戸)

浸水面積
(ha)

昭和22年9月
（カスリン台風）

254 1390 850 650 3,134

昭和23年9月
（アイオン台風）

334 2290 1001 925 6,491

昭和25年8月 232 1120 614 344 4,185

昭和61年8月 289 1190 1123 608 6,050

平成14年7月 211 1000 3 75 837

平成23年9月 280 990 4 5 734

平成27年9月
（関東・東北豪雨）

324 1670 164 171 1,595

令和元年10月
（令和元年東日本台風）

331 1930 492 186 5,538

令和4年7月 185 840 270 282 1,035

◆鳴瀬川水系河川整備計画（大臣管理区間）
・令和元年10月洪水（令和元年東日本台風）

◆鳴瀬川水系河川整備計画（知事管理区間）
・昭和22年9月洪水（カスリン台風）
・平成27年9月洪水（関東・東北豪雨）

◆高城川水系河川整備計画
・50年に1回程度の降雨

河川（現行計画）

高城川流域

浸水被害実績

・昭和61年8月洪水
吉田川：4箇所で越水破堤、浸水約6,050ha
高城川：浸水約700ha
・平成14年7月洪水（台風6号）
吉田川：浸水約13ha（外水）、約825ha（内水）
高城川：浸水約6ha
・平成23年9月洪水（台風15号）
吉田川：浸水約335ha（外水）、約400ha（内水）
高城川：浸水約105ha
・平成27年9月洪水（関東・東北豪雨）
吉田川：浸水約1,600ha
高城川：浸水約325ha
・令和元年10月洪水（令和元年東日本台風）
吉田川：浸水約5,540ha
・令和４年７月洪水
内水による浸水（姥ケ沢地区、JR松島駅前等）

令和元年東日本台風（令和元年10月洪水）を計画対象降雨とする

下水道（現行計画）

・概ね10年間に
1回発生する
程度の降雨

吉田川流域

・河川整備計画目標の最大規模は、令和元年東日本台風と同規模（100年に1回程度の降雨）である。
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計画対象降雨（令和元年東日本台風）が生じた場合、現況では、吉田
川中流部の志田谷地地区や桧和田地区、姥ケ沢地区（内水）等で家屋浸
水が発生するとともに、浸水期間が長期化する農地が発生する。
主なハード対策実施後は、吉田川からの外水氾濫による家屋浸水が解

消される。ただし、内水氾濫区域では、吉田川流域の姥ケ沢地区（大崎
市）及び高城川流域の田中川合流点付近（松島町）で家屋浸水が残る。
浸水面積は対策後も大きな減少には至らないが、浸水継続時間を見る

と、浸水は概ね3日未満で解消される。ただし、鶴田川左岸の新堀川合流
点上流部や鹿島台地区の農地の一部では3日以上浸水が継続する場所が残
る。
そのため、農地貯留やため池の活用等の流域対策や避難等ソフト対策

を組み合わせて、地域の安全度向上を図る。

現況 主なハード対策実施後※3

浸水戸数（戸）※1 840 289
床上浸水 床下浸水 581 259 178 111
浸水面積（ha）※1 4,400 3,900

計算
条件

河道 現況河道
※2

整備計画河道（大臣管理区間）
・堤防整備
・河道掘削（大規模災害関連事業）V=約160万m3

・遊水地整備（湛水容量：約700万m3）
・堤防質的整備 等

整備計画河道（知事管理区間）
・堤防整備、堤防補強、河道掘削、護岸整備 等

流域対策 -

国営総合農地防災事業
巳待田第2調節池整備（令和4年完成）
姥ケ沢ポンプ増設（令和4年完成）
姥ケ沢地区パラペット延伸

対策前後の浸水被害比較（令和元年東日本台風）

（※1）：浸水戸数及び浸水面積は、シミュレーションにより予測した都市浸水想定の区域に基づき算出したもの（浸水面積は浸水深0.1ｍ以上の浸水範囲を集計）
（※2）：洪水発生前（令和元年東日本台風もしくは令和4年7月洪水）の最新の河道データ
（※3）：田んぼダム、ため池の活用、雨水貯留施設整備等の流域対策や、排水ポンプ車の効率的な運用等、定量的な評価が困難な項目については引き続き検討していくものとし、主なハード対策には含まない

低平地の内水地区における目標降雨（令和4年7月洪水）が生じた場
合の、洪水（外水氾濫）又は雨水出水（内水氾濫）による浸水が想定
される区域と、浸水した場合に想定される水深・浸水継続時間を、参
考として示す。
現況では、吉田川からの越水・溢水氾濫は発生しないものの、支川

からの越水・溢水、内水氾濫により、3,000haを超える広大な範囲で浸
水が発生し、姥ケ沢地区等で家屋の床上浸水が発生する。
主なハード対策実施後も、姥ケ沢地区、田中川合流点付近等におい

て、床上浸水、床下浸水が残る。浸水面積に大きな減少は見られない
が、浸水継続時間を見ると、浸水が継続する範囲は縮小する。ただし
、身洗川合流点付近、新堀川合流点付近、鹿島台地域の農地等、各地
域の流末部に位置する一部の区域で浸水が継続する場所が残る。
床上浸水、床下浸水が残る姥ケ沢地区や田中川合流点付近では、宅

地嵩上げ等の住まい方の工夫の支援方策等、地域特性に応じた内水対
策を検討していく。

現況 主なハード対策実施後※3

浸水戸数（戸）※1 257 257
床上浸水 床下浸水 98 159 86 171

浸水面積（ha）※1 3,100 3,000

計算
条件

河道 現況河道
※2

整備計画河道（大臣管理区間）
・堤防整備
・河道掘削（大規模災害関連事業）V=約160万m3

・遊水地整備（湛水容量：約700万m3）
・堤防質的整備 等

整備計画河道（知事管理区間）
・堤防整備、堤防補強、河道掘削、護岸整備 等

流域対策

巳待田第
2調節池
姥ケ沢ポ
ンプ増設

国営総合農地防災事業
姥ケ沢地区パラペット延伸

対策前後の浸水被害比較（令和4年7月洪水）

○ 水稲に対する浸水による収量の影響については、水稲の成長過程（分げつ期、幼穂形成期、穂ばらみ
期、登熟期、成熟期等）、湛水時間および湛水深により異なるが、穂ばらみ期以外においては、葉先が
水面より上に出ている状態であれば3日未満で湛水が解消された場合には、収量に与える影響は少な
いとされている。

※ 上記については、これまでの経験等による傾向を記載したものであり、技術基準や試験結果等に基づ
いたものではない。また、気象条件や湛水条件、水質、水稲の生育状況等により異なる場合がある。



令和4年7月洪水
（185mm/2日）

対策前
約1,297（万m³）

内水対策（下水）
約1 （万m³）

対策前 対策後

引き続き検討
（流域・排水対策）
約425（万m³）

ソフト対策

排水対策（農業）・
河川整備

約871 （万m³）
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令和４年７月洪水

・河川整備および農地防災事業により氾濫量の減少はするものの、令和元年東日本台風、及び令和4年7月洪水では一部浸水が残るため、追加のハード・ソフトの
対策の検討が必要である。

対策メニュー別効果量（令和元年東日本台風） 対策メニュー別効果量（令和4年7月洪水）

流域における氾濫量と対策イメージ

目標：外水氾濫に対する家屋被害の防止（家屋浸水ゼロ）・農地浸水の早期解消
内水氾濫に対する家屋浸水の減少・浸水時間の早期解消

※上記グラフは、1日以上浸水が継続する区域の浸水ボリュームを計上
※R4洪水についは外水による氾濫が生じないため、河川整備よる効果は無し

【対策内容】
●排水対策（農業）・河川整備
国営総合農地防災事業
（排水機場の統廃合・能力強化）

●引き続き検討（流域・排水対策）
内水排水ポンプ増強
雨水貯留施設整備
道路嵩上
田んぼダム

●ソフト対策
防災意識向上（講習会・訓練等）
洪水情報（雨量・水位・避難情報等）の発信
管理情報（施設内外水位・災害情報）の共有
宅地嵩上支援制度

令和元年
東日本台風
（331mm/2日）

対策前
約4,175万m³

ソフト対策
引き続き検討

（流域・排水対策
）

約362万m³

河川整備
約2,230万m³

内水対策（下水）
約1万m³

対策前 対策後

排水対策（農
業）・河川整備
約1,582万m³

令和元年東日本台風

河川整備
約2,230万m³

対策前の水位※1

水位低減効果

ポ
ン
プ
場

排水対策（農業)
・河川整備
約1,582万m³

引き続き検討
（流域・排水対策）
約362万m³

堤防 堤防

対策後の水位※2

※1 令和元年東日本台風により、堤防外に氾濫した洪水を河道内に戻したと仮定した場合の水位
※2 掘削等、河道整備後の水位（HWL）

水位低減効果

河道掘削
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吉田川
HWL

鶴田川
HWL

善川

南川

焼切川

穴川高
城
川

広長川

大崎市

東松島市

仙台市

大和町

大衡村

色麻町

松島町

大郷町

利府町

富谷市

落合
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総雨量（地点最大）：412.0mm（青野観測所）

【降雨状況】

A A’

0.10-0.50
0.50-3.00
3.00-4.00

最大浸水深（ｍ）

【現況】

【主なハード対策後】

：特定都市河川

：特定都市河川流域

：行政界

：基準点（落合）

A’

A

A’

A

都市浸水想定区域図（令和元年東日本台風）
【対策効果イメージ図】

吉田川全川（姥ケ沢地区を除く）
床上浸水：403戸
床下浸水：148戸

姥ケ沢地区
床上浸水：89戸
床下浸水：39戸

高城川沿川
床上浸水：89戸
床下浸水：72戸

高城川沿川
床上浸水：89戸
床下浸水：72戸

姥ケ沢地区
床上浸水：89戸
床下浸水：39戸

吉田川全川（姥ケ沢地区を除く）
床上浸水：0戸
床下浸水：0戸

都市浸水想定区域図（令和元年東日本台風）



善川

南川

焼切川

穴川高
城
川

広長川

大崎市

東松島市

仙台市

大和町

大衡村

色麻町

松島町

大郷町

利府町

富谷市

落合
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：12時間未満の区域

浸水継続時間（ランク別）

：12時間～1日未満の区域

：1日～3日未満の区域

：3日以上の区域

【現況】

【主なハード対策後】

：特定都市河川

：特定都市河川流域

：行政界

：基準点（落合）

都市浸水想定浸水継続時間（令和元年東日本台風）

都市浸水想定浸水継続時間（令和元年東日本台風）
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善川

南川

焼切川

穴川高
城
川

広長川

大崎市

東松島市

仙台市

大和町

大衡村

色麻町

松島町

大郷町

利府町

富谷市

落合

総雨量（地点最大）：301.0mm（粕川観測所）

【降雨状況】【現況】

【主なハード対策後】

：特定都市河川

：特定都市河川流域

：行政界

：基準点（落合）

0.10-0.50
0.50-2.00

最大浸水深（ｍ）

参考：最大浸水深（令和4年7月洪水）

姥ケ沢地区
床上浸水：28戸
床下浸水：45戸

高城川沿川
床上浸水：70戸
床下浸水：114戸

姥ケ沢地区
床上浸水：16戸
床下浸水：57戸

高城川沿川
床上浸水：70戸
床下浸水：114戸

参考：最大浸水深（令和4年7月洪水）
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善川

南川

焼切川

穴川高
城
川

広長川

大崎市

東松島市

仙台市

大和町

大衡村

色麻町

松島町

大郷町

利府町

富谷市

落合

：特定都市河川

：特定都市河川流域

：行政界

：基準点（落合）

：12時間未満の区域

浸水継続時間（ランク別）

：12時間～1日未満の区域

：1日～3日未満の区域

【現況】

【主なハード対策後】

参考：浸水継続時間（令和4年7月洪水）

参考：浸水継続時間（令和4年7月洪水）
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第１項 吉田川特定都市河川の河川工事の目的、種類及び施工の場所
（１） 大臣管理区間

河川整備と流域対策が一体となり、令和元年東日本台風に対する都市浸水の発生を防ぐことを目標と定め、河川整備は現在の河川整備計画の目標を
早期に達成することとする。
吉田川（大臣管理区間）では、吉田川落合地点において、令和元年東日本台風の最大流量1,930m3/s を安全に流下させるとともに、内水による浸水

被害の解消・軽減にも寄与する河川整備（河道掘削、遊水地整備等）を着実に実施し、河川のピーク水位を低減させ流域の治水安全度を早期に向上さ
せる。
吉田川の知事管理区間および支川、および高城川については、現行河川整備計画目標外力（吉田川（知事管理区間）および支川：昭和22年9月カス

リン台風、平成27年9月関東・東北豪雨、高城川：概ね50年に1回程度の確率で発生しうる規模の降雨）に対する河道整備を早急に行い、流域対策とあ
わせて都市浸水の発生を防止する。
なお、これらの河川整備にあたっては、特定都市河川浸水被害対策推進事業補助等を活用して事業の加速化を図る。

「鳴瀬川水系河川整備計画（大臣管理区間）」に基づき、吉田川、善川、竹林川において、築堤、河道掘削、遊水地整備等を引き続き推進する。

遊水地整備
河道掘削

河道掘削

堤防整備

堤防整備箇所 河道掘削、遊水地整備

第１節 河川の工事



鳴瀬川水系河川整備計画（知事管理区間）および「見える川づくり計画（2021）」 整備箇所図

東松島市

南川

西川

利府町

仙台市

大崎市

松島町

大郷町

富谷市

大和町

大衡村

E4

洞堀川
河道掘削・護岸整備
河道掘削・護岸

善川
堤防整備
築堤・堤防補強

竹林川・宮床川
堤防整備

味明川
堤防整備・河道掘削
築堤・河道掘削・堰改修

吉田川
河道掘削・築堤・護岸整備
河道掘削・護岸

身洗川
堤防補強

西川
築堤・河道掘削・護岸

小西川
築堤・河道掘削・護岸

河川整備計画メニュー

見える川づくり計画メニュー
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（２） 知事管理区間

「鳴瀬川水系河川整備計画（知事管理区間）」 施工場所一覧

「鳴瀬川水系河川整備計画（知事管理区間）」及び「見える川づくり計画（2021）」に基づき、吉田川、味明川、洞堀川等の堤防整備、河道掘削、堤
防補強等を引き続き推進する。

「見える川づくり計画（2021）」 整備内容

鳴瀬川水系河川整備計画［知事管理区間］令和2年6月、「見える川づくり計画（2021）」より作成

河川名 施工場所 整備延長
吉田川 国道4号高田橋～籠釣橋 5,000m

味明川 県道大和幡谷線堰場橋から県道小牛田松島線熊野橋 1,050m

善川 県道大衡駒場線古舘橋直上流～国道4号善川橋 2,040m

竹林川・宮床川 国道4号新田橋から竹林川鎌田橋・宮床川袋橋 750m

洞堀川 吉田川合流点～国道457号熊野堂橋 2,725m

河川 整備目的 整備内容
吉田川 流下能力の向上 河道掘削、護岸
味明川 流下能力の向上 築堤、河道掘削、堰改修
身洗川 浸水被害の軽減 堤防補強
西川 流下能力の向上 築堤、河道掘削、護岸
小西川 流下能力の向上 築堤、河道掘削、護岸
善川 流下能力の向上、浸水被害の軽減 築堤、堤防補強
洞堀川 流下能力の向上 河道掘削、護岸
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第２項 高城川特定都市河川の河川工事の目的、種類及び施工の場所

「高城川水系河川整備計画」及び「見える川づくり計画（2021）」に基づき、高城川、新川、鶴田川等の堤防整備、河床掘削、堤防補強等を引き続き
推進する。

「高城川水系河川整備計画」 整備箇所

河川名 整備区間 整備内容 整備延長

高城川
-0.23km～1.7km付近 特殊提・堤防整備 1,930m
1.7km～2.1km付近 河道掘削 400m

新川 0.0km～3.0km付近 築堤、水門整備 300m
田中川 0.0km～0.1km付近 河道掘削 100m

河川 整備目的 整備内容
高城川 流下能力の向上 河道掘削
新川 流下能力の向上 河道掘削
田中川 流下能力の向上 河道掘削
鶴田川 流下能力の向上、浸水被害の軽減 堤防補強、河道掘削
新堀川 流下能力の向上 河道掘削

「見える川づくり計画（2021）」 整備内容

高城川水系河川整備計画および「見える川づくり計画（2021）」 整備箇所図 高城川水系河川整備計画 平成30年1月、「見える川づくり計画（2021）」より作成

東松島市

大崎市

松島町

大郷町

大和町

高城川
特殊提・堤防整備・河道掘削
河道掘削

新川
築堤・水門整備
河道掘削

田中川
河道掘削
河道掘削

河川整備計画メニュー

見える川づくり計画メニュー

新堀川
河道掘削

鶴田川
堤防補強・河道掘削
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吉田川・高城川流域では、仙台市、大崎市、松島町、大和町、大衡村で下水道（雨水）整備を行っており、下水道計画（1/7～1/10確率雨量）に対す
る施設整備を実施している。今後も排水管渠の整備やポンプ施設等の確実な排水機能の確保に努めていく。

下水道（雨水）整備区域

第２節 下水道の整備

東松島市

南川

西川

色麻町

利府町

仙台市

大崎市
（鹿島台地域）

松島町

大郷町

富谷市

大和町

大衡村

E4

大和町

下水道（雨水）整備区域
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流域内の下水道事業では、1/7～1/10の降雨に対する計画を策定し、事業を実施してきているところであるが、今回計画では下水道計画を上回る規模
の降雨が目標となっている。
そのため、河川からの越水・溢水を防止しても、内水氾濫による浸水被害が発生する特定都市下水道地域に対し、地区毎に内水発生要因を明らかに

するとともに、浸水被害の軽減・防止に向けて、田んぼダムやため池等を活用した流出抑制対策や公共用地等を活用した雨水貯留浸透施設の整備、氾
濫の拡大抑制・避難路確保（道路嵩上げ等）、排水施設の機能向上（国営総合農地防災事業等）や農地等の貯留機能の確保、緊急時における排水ポン
プ車の活用等、周辺地区への影響を考慮しながら、地域特性を踏まえた内水対策を検討していく。
また、継続的な維持管理による排水機能の確保を図るとともに、地域との意見交換等を行いながら、必要に応じて住まい方の工夫（宅地嵩上げ、家

屋の耐水化）等、被害対象を減少させる対策もあわせて検討し、実効性のある対策の組み合わせにより被害軽減を図っていく。

・雨水事業全体スケジュール（前倒し工程）
→前回説明会提示資料により説明

・姥ケ沢ポンプ整備工事
→平面・断面図による年次色分け表示、工事概要、R2契約内容
→工事車両の経路、住民へお願いする内容

・巳待田第2調整池整備工事
→同上

①

③

④

⑤

②

⑤姥ケ沢地区雨水排水路

① 巳待田調整池の増設（令和元年度完成）

② 姥ケ沢ポンプ施設整備（令和4年5月完成）

③ 巳待田第２調整池整備（令和4年6月完成）

④ 巳待田排水路の嵩上げ （令和2年度完成）

⑤ 姥ケ沢地区雨水排水路整備（令和3年度完成）

⑥ 排水路の堆積土砂撤去 （令和元年度から実施）

姥ケ沢地区（大崎市）における近年の内水対策

第３節 内水対策

（１） 特定都市下水道区域内の内水対策

JR松島駅周辺の内水浸水状況（令和4年7月洪水）



東松島市

南川

西川

色麻町

利府町
仙台市

大崎市

松島町

大郷町

富谷市

大和町

大衡村

E4
下水道（雨水）整備区域

東松島市
川下字宿浦地区

松島町
竹谷字黒森沢地区

大和町
落合桧和田地区

大衡村
海老沢地区
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吉田川・高城川流域には、下水道区域外も内水浸水が頻発する地域が存在する。
これらの地域についても、（1）特定都市下水道区域内の内水対策と同様に、地域特性を踏まえた内水対策を検討し、実効性のある対策の組み合わせにより被害軽
減を図っていく。

内水対策必要箇所

東松島市小野字宿浦地区（R4.7）

大衡村海老沢地区（R1.10）

松島町竹谷字黒森沢地区（R1.10）大和町落合桧和田地区（R1.10）

（２） 特定都市下水道区域以外の内水対策
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第５章 特定都市河川流域において行う雨水貯留浸透施設に関する事項

第１節 雨水浸透阻害行為に対する対策の実施

特定都市河川流域内の宅地等以外の土地において、宅地等にするために行う土地の形質の変更、土地の舗装等、土地からの流出雨水量を増加させるお
それのある行為を雨水浸透阻害行為と言い、土地の面積が1,000m2以上の雨水浸透阻害行為を行う場合、流出雨水量の増加を抑制する対策工事が義務付け
られる。
なお、許可申請及び対策の実施にあたっては「特定都市河川浸水被害対策法における雨水浸透阻害行為の許可申請ガイド（宮城県）」に基づき行う。
また、民間開発において義務付けの対象外となる1,000m2未満の行為に対しても、流出雨水量の増加を抑制するために必要な措置を講ずるよう努める。

■対象となる行為（雨水浸透阻害行為）の例

「宅地等」に含まれる土地：宅地、池沼、水路、ため池、道路、鉄道、飛行場
「宅地等以外の土地」：山地、林地、耕地、原野等（注：太陽光発電施設は宅地に該当）

■対策工事の例

１.「宅地等以外の土地」を「宅地
等」にするために行う土地の形
質の変更

２.「宅地等以外の土地」への「太
陽光発電施設」の設置

３.ローラー等により土地を締め固
める行為

４.土地の舗装（不透水性の材料
で覆うこと）

耕地 太陽光発電施設宅地

資材置き場
（未舗装）原野

資材置き場
（未舗装）

駐車場

耕地

透水性舗装

雨水を貯留・浸透させる対策
が必要になります

雨水タンク

雨水浸透ます



流域内の雨水が河川へ急激に流入することを抑制するため、浸水常襲地域等の課題である内水被害等の軽減に向けて、公共施設の新設等に対し、雨
水貯留浸透施設の整備を推進する。。
また、民間事業者に対しては、雨水貯留浸透施設整備計画の認定制度（第6 章に詳述）の周知を図るとともに、開発に伴う防災調整池等の整備の際

には、更なる雨水貯留浸透機能を付した施設整備の働きかけなど整備促進を図る。
さらに、個人住宅等に設置する雨水貯留タンクや浸透枡の設置等、雨水貯留浸透施設の整備促進を図るための周知活動に取り組む。
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第２節 雨水貯留浸透施設

第５章 特定都市河川流域において行う雨水貯留浸透施設に関する事項

第３節 既存の防災調整池等や保水・遊水機能を有する土地の保全
流域に設置している防災調整池等の雨水貯留施設は、流域内の浸水被害の防止に有効で

あり、民間主体のものも含め、適切な維持管理を行い、機能の保全を図っていく。
雨水の一時的な保水・遊水機能を有する山林・緑地の保全にあたり、森林の有する土砂

流出防止や水源かん養機能等の適切な発揮に向けて治山事業を継続的に実施していく。
また、森林整備への参画を希望する団体や企業、ＮＰＯ等の多様な主体との連携による

森林づくり活動を促進することで、保水機能の維持・向上を図る。
流域内において、地域の合意形成を踏まえ既に取り組んでいる貯留・遊水機能を有する

農地・緑地等については、今後も地域の合意形成を図りながら保全を図っていく。
防災調節池

防災調節池の維持管理

越流堤

減勢工

わたしたちの森づくり事業協定
（大和町）

前川承水路右岸 農地貯留
（大郷町中粕川地区）

流域内の内水調節池・防災調整池
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第６章 雨水貯留浸透施設整備計画の認定に関する基本的事項

雨水貯留浸透施設の設置及び管理をしようとする民間事
業者等（地方公共団体以外の者）は、以下の認定の基準に
適合する場合に、施設の設置管理に関する雨水貯留浸透施
設整備計画を作成した上で、宮城県知事（仙台市内にあた
っては仙台市長）の認定を申請することで、認定を受ける
ことができる。
計画の認定を受けた施設は、国及び地方公共団体による

設置費用の補助、固定資産税の減税及び管理協定制度によ
る地方公共団体による管理協定制度の対象となるものであ
る。
認定権者である宮城県知事及び仙台市長は、関係市町村

と連携し、本制度の趣旨等の周知に努めるとともに、民間
事業者等からの事前相談の窓口となって対応する。

雨水貯留浸透施設整備計画の認定に係る手続きフロー
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第７章 特定都市河川流域において農業分野が行う
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

第１節 農業用排水施設の機能強化・一元管理

吉田川流域では、国内初の特定都市河川流域を対象とした国営総合農地防災事業の事業化に向けて検討を進める。
本事業においては、農業用排水機場をはじめとする農業用排水施設の機能向上及び再編整備を推進するほか、「流域治水」の取り組みとして、農業用排水機場の
一元管理による効率的な排水運転を計画している。

事業イメージ

農地に水がたまる

農地

① 内外水位情報の集約・共有・活用

P

P

P

P

P
P

P

P

P

P

P

P

P

P

P

③ 事前排水

排水路の水位を事前に
低下させ雨水貯留容量を確保

排水路

【運転調整の効果】

② 排水機場群一体管理による効果的な運用（運転調整等）



⑧幡谷排水機場⑭後谷地排水機場

⑬羽生排水機場

③若針揚水機場

④前蒲排水機場

②浅井排水機場

⑩品井沼排水機場

⑪志田谷地排水機場

⑮中村排水機場

⑤藤巻排水機場

⑥弥勒堂排水機場

⑦山王江排水機場
⑯三ヶ内排水機場

①中下排水機場

⑰桧和田排水機場

⑫前川排水機場

⑱西川排水機場

⑨不来内排水機場

⑲大平排水機場

吉田川流域の排水機場

P

P

P

P

P
P

P

P

P

P
P

P

P
P

P

P

P

P

P

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩
⑪

⑫

⑬

⑭
⑮

⑯

⑰

⑱

⑲
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吉田川流域の排水機場

第７章 特定都市河川流域において農業分野が行う
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項
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第２節 農業用排水施設の遠隔化

デジタル技術を活用した農業用排水施設の遠隔操作化を推進し、大雨等の緊急時において持続的に操作員が管理できる体制を確立するとともに、
湛水エリアの水位を広域的視点で捉えながら操作することで、洪水時の迅速かつ確実な施設操作ができることによって、浸水被害リスクの低減が図
られる。

デジタル技術を活用した施設の遠隔操作イメージ

第７章 特定都市河川流域において農業分野が行う
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項
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第３節 水田貯留

田んぼダムは、水田の持つ雨水貯留機能を強化する取り組みである
。流域面積に占める水田面積割合が大きい吉田川・高城川流域では、
集落等の上流部において田んぼダムを広範囲に取り組むことで、田ん
ぼダム整備地域の排水路の水位を低減し、近隣集落の浸水被害リスク
を軽減するとともに、下流地域の浸水被害リスクも軽減できる効果が
期待される。
推進にあたっては、宮城県を中心とした流域の市町村、土地改良区

も含めて設立した「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を母体と
して田んぼダムの効果や普及啓発活動等、関係機関や農家等と合意形
成に向けた取組を展開し、流域全体の普及拡大を図っていく。

田んぼダム実証コンソーシアム

第７章 特定都市河川流域において農業分野が行う
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

排水路通常の水田

溝畔

水
田 1

5

㎝

パイプ

排水
マス

水田の排水がそのまま排水路へ流れ，排水
路の水位が上昇します

排水路 田んぼダム
実施水田

水
田

溝畔

1

5

㎝

4㎝
程度

調整板

パイプよりも小さな穴の開いた板等の調整装置を取り付
け，ゆっくりと排水を流すことで，排水路の急激な水位の
上昇を防ぎます。

急激に水位
が上昇しない

水田に
水を溜める

ロート型堰板設置状況

>

>
15c
m

4cm

前面
水位調整板

背面
ロート型堰板

排水穴の比較

排水量の比較

田んぼダム取組目標

市町村名 取組目標 取組地区 備考

東松島市
約101ha

（令和13年度まで）
上下堤・川下地区

大崎市
約141ha

（令和8年度まで）
内ノ浦地区、本地
地区、小迫地区

大和町
約300ha

（令和8年度まで）
鶴巣北目地区

大郷町
約290ha

（令和16年度まで）
前川地区

色麻町
約5ha

（令和11年度まで）
清水地区

その他
市町村

地域との合意形成を図りながら推進

「田んぼダム」取り組み地区（予定・検討地区含む）

※上記は、計画策定時点における取り組み予定であり、今後の調査・検
討等により変更となる場合がある。

東松島市

南川

西川

色麻町

利府町

仙台市

松島町

大郷町

富谷市

大和町

大衡村

E4

大崎市

【大和町】
取組目標：約300ha
（鶴巣北目地区）

【大崎市】
取組目標：約50ha
（内ノ浦地区）

【大郷町】
取組目標：約290ha

（前川地区）

【東松島市】
取組目標：約101ha
（上下堤・川下地区）

【色麻町】
取組目標：約5ha
（清水地区）

【大崎市】
取組目標：約71ha

（本地地区）

【大崎市】
取組目標：約20ha

（小迫地区）



東松島市

南
川

色麻町

利府町

仙台市

大崎市

松島町

大郷町

富谷市

大和町

大衡村

防災重点農業用
ため池数

市町村名

1東松島市

11大崎市

15松島町

3利府町

32大和町

31大郷町

10大衡村

1色麻町

104計

防災重点農業用ため池
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第７章 特定都市河川流域において農業分野が行う
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

農業用ため池

第４節 ため池等の活用

吉田川・高城川流域内には104箇所の防災重点農業用ため池に指定しているため池があり、劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価を行い、一部のため
池では既に防災対策工事を実施している。また、流域全体で洪水リスクに備える「流域治水」の一環として、農業用ため池については、非かんがい期に
低水位管理を行い空き容量を活用した洪水の一時貯留を呼びかける等、ため池の活用方策を市町村、管理者等と合意形成を図りながら検討していく。

想定される農業用ため池等の活用イメージ

事前放流

余水吐の改良

空き容量の活用

防災重点農業用ため池位置図

市町村名 ため池名称 取組内容 備考

東松島市 新堰ため池
非かんがい期における空き容
量確保

防災重点農業
用ため池

大崎市 大沢ため池
防災ため池の機能も含めた利
水と治水の双方での活用

防災重点農業
用ため池

松島町

惣利田ため池
曲田沢ため池
猪里沢ため池
牛木沢ため池
館ヶ沢ため池
左坂1ため池
左坂2ため池
才ノ神1ため池
泉ヶ原2ため池
平山ため池
明神ため池1

明神ため池2

山王前ため池
反町ため池
桜岡ため池
長沢1ため池
沢乙ため池
動伝2ため池
矢倉場1ため池
古浦3ため池

大雨想定時における事前放流
防災重点農業
用ため池

大和町
嘉太神ダムため池
直沢ため池
名子沢ため池

大雨想定時における事前放流
と非かんがい期における空き
容量確保

防災重点農業
用ため池

大衡村 団子沢ため池 大雨想定時における事前放流
防災重点農業
用ため池

色麻町 除ため池
非かんがい期における空き容
量確保

防災重点農業
用ため池

「ため池の活用」取り組み地区（検討地区含む）

※上記は、計画策定時点における取り組み予定であり、今後の調査・検討等により変更となる
場合がある。



第８章 その他特定都市河川流域における既存施設の運用改善等による
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

40

第１節 河川管理施設の維持管理

河川管理施設について、「災害の発生の防止」、「河川の適正な利用」、「流水の正常な機能の維持」、「河川環境の整備と保全」等の観点から、
河川管理施設を本来の機能が発揮されるよう、先端技術等も取り入れつつ、河川巡視、堤防除草、維持修繕、堆積土砂撤去、支障木伐採等により、適
切に維持管理を実施する。
また、幡谷サイフォン（吉田川サイフォン）については、鶴田川の河道機能を維持するため、適切な維持管理に努める。

幡谷サイフォン横断イメージ

塵芥処理の様子

堤防の維持・補修（吉田川）

堆積土砂の撤去（鶴田川）

幡谷サイフォン（現在）

幡谷サイフォン
（建設当時）



第８章 その他特定都市河川流域における既存施設の運用改善等による
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

流域内の雨水が河川へ急激に流入することを抑制し、浸水常襲地域等の課題である内水浸水被害の軽減に向けて、既存の公共施設や公共用地
（公園、グランド等）の改築や運用改善により、雨水貯留浸透施設の整備を推進する。

志田谷地防災センター

（対策イメージ）

国土交通省北上川下流河川事務所 鹿島台出張所

雨水浸透ます

浸透

浸透
浸透

雨水貯留タンク

雨水浸透ます雨水貯留施設

第２節 既存施設の改築等を活用した雨水貯留浸透施設の整備
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公園貯留グラウンド貯留



内水排除ポンプの運転イメージ
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第３節 内水排除ポンプ施設の運転調整の方針

第８章 その他特定都市河川流域における既存施設の運用改善等による
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

内水排除のためのポンプ施設は、効果的に都市浸水を軽減し、人的被害の防止並びに財産及び経済的被害を軽減させることを目的として、外水氾濫
のおそれがある場合には、その被害を助長させないため、内水排除ポンプの運転調整を行い、流域全体における浸水被害の最小化を図る。

内水排除ポンプ施設の運転方針

排水先の河川や排水路の水位が上昇し計画高水位に達するおそれがある
場合は、ポンプ排水を一時停止する

内水排除ポンプ施設一覧

所管 施設名称 施設規模・数量 排水先

松島町

迎山雨水ポンプ場
2.2m3/分×1台
20.0m3/分×1

40.0m3/分×2台

高城川

西柳雨水ポンプ場 16.6m3/分×2台

新町雨水ポンプ場 70.0m3/分×3台

帰命院雨水ポンプ場
23.2m3/分×1台
45.0m3/分×2台

小梨屋雨水ポンプ場 20.0m3/分×2台

蛇ヶ崎雨水ポンプ場
35.0m3/分×3台
69.1m3/分×1台
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第４節 連絡・指揮体制、情報共有及び住民への周知

第８章 その他特定都市河川流域における既存施設の運用改善等による
浸水被害の防止を図るための措置に関する事項

各ポンプ場は関係部署間で緊急連絡体制を構築し、洪水時には警戒体制をとり情報共有を図りつつ、降雨状況や河川水位に応じて、本川からの逆流
防止のための樋門操作や内水排除ポンプの運転調整を行っている。
今後もポンプ施設をより効率的かつ効果的に機能させるため、関係機関との情報共有の維持・適宜更新を図りつつ、システムの構築や連絡・指揮体

制の維持について検討していく。
また、流域住民への理解と避難時の協力を求めるために、事前の周知を十分に行うとともに、円滑に避難準備等をできるように、適切な情報伝達等

についても検討する。

第５節 既存ダムの洪水調節機能強化
近年の水害の激甚化・頻発化等を踏まえ、令和2 年5 月29 日に鳴瀬川水系の河川管理者、ダム管理者、関係利水者による鳴瀬川水系治水協定を締結し、吉田
川水系の既存ダム（多目的ダム：南川ダム、宮床ダム、利水ダム：嘉太神ダム、牛野ダム）の事前放流の実施体制を整えた。
既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するため、関係行政機関（河川管理者、ダム管理者）の緊密な連携のもと、洪水調節容量を使用する洪水調節
に加え、事前放流により洪水時に活用可能な容量を利水容量から確保し、ダム下流の浸水被害軽減に努める。

利水ダム等における事前放流等の実施状況
南川ダム 牛野ダム

施設名称 所管 協定締結内容

南川ダム 宮城県 洪水事前放流

宮床ダム 宮城県 洪水事前放流

嘉太神ダム 宮城県 非かんがい期貯水位低下

牛野ダム 宮城県 非かんがい期貯水位低下

鳴瀬川水系治水協定締結施設一覧
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第１節 貯留機能保全区域の指定の方針

第９章 貯留機能保全区域又は浸水被害防止区域の指定の方針

特定都市河川流域における浸水の拡大を抑制する観点から、洪水や雨水を一時的に貯留する機能を有する土地については、「貯留機能保全区域」に指
定できるものとする。また、浸水被害が頻発し、住民等の生命や身体に著しい危害が生じるおそれがあるエリアに対し、住民等の生命及び身体の保護の
ため、当該土地については、「浸水被害防止区域」に指定できるものとする。
区域の指定の検討にあたっては、都市浸水想定の区域における土地の利用に関する事項を踏まえ、関係部局（河川、下水道、都市計画、農林、防災そ
の他の関係部局）が緊密に連携するものとする。河川管理者等は、指定権者に対し、必要な情報提供、助言、その他の援助を行う。

過去より農地等として保全されてきた河川沿いの低地や窪地等は、雨水等を一時的に貯留し、区域外の浸水拡大を抑制する効用があることから、将来
にわたりその機能を保全するため、下記貯留機能保全区域の指定方針（案）に示す区域を、法第53条に基づき貯留機能保全区域として指定できる。
目標達成に向けた貯留機能保全区域の指定にあたっては、都市浸水想定の区域や水田等の土地利用形態、住家の立地等の周辺の土地利用の状況等を考

慮した上で、関係部局が緊密に連携し、当該土地の所有者の同意を得て指定するものとする。

貯留機能保全区域のイメージ

貯留機能保全区域に指定されると、盛土
や塀の設置等の貯留機能保全区域の機能を
阻害する行為に対し事前の届出が義務付け
られ、都道府県知事等は、届出に対し必要
な助言・勧告をすることができる。
また、貯留機能保全区域として指定され

た土地に係る固定資産税及び都市計画税に
ついて、指定後3年間、課税標準を2／3～5
／6の範囲内で市町村の条例で定める割合
とする特例措置がある。

◆平坦な低平地に位置する貯留頻度・貯留効果の高い農地等を指定対象として検討する。

貯留機能保全区域の指定方針（案）

・既往の主要出水で浸水実績を有する農地等

・自然遊水地として活用が見込まれる農地等

・国営総合農地防災事業で設定している計画排水区域

貯留機能保全区域の指定による規制・効果等



45

第９章 貯留機能保全区域又は浸水被害防止区域の指定の方針

参考：浸水実績範囲

昭和61年8月 浸水範囲

平成27年9月 浸水範囲

令和元年10月 浸水範囲
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第２節 浸水被害防止区域の指定の方針

第９章 貯留機能保全区域又は浸水被害防止区域の指定の方針

高齢者等の要配慮者をはじめとする住民等の生命・身体を保護するため、洪水が発生した場合に著しい被害が生ずるおそれがある土地を法第56条に基
づき開発規制・建築規制する浸水被害防止区域として指定できる。
吉田川・高城川では、対策実施後も浸水リスクが残る地域があるものの、著しい浸水深にはならないと想定されることから、現時点においては、浸水

想定や土地利用形態等を踏まえ、浸水被害防止区域の設定は行わないものとするが、計画に位置付けた対策により浸水被害が解消されない地区について
は、引き続き目標達成に向けた検討を進め対策手法を立案するとともに、地域の意見を踏まえ、浸水被害防止区域の指定についても、検討していくこと
を方針とする。
また、人口動態や土地利用形態、土地利用の方針に大きな変更があった場合等については、市町村等の関係者の意向を踏まえ、協議会により指定方針

を再検討する。

浸水被害防止区域における居住誘導・住まいづくりの工夫イメージ

・指定された区域では、住宅及び要配慮者利用
施設等の建築を対象に、居室の床面が想定さ
れる浸水深に係る水位よりも高いか、洪水等
の作用により建築物が倒壊しないよう安全上
必要な措置が講じられているか等を、事前許
可制により確認する

・開発段階においても、非自己居住用住宅及び
要配慮者利用施設等の開発行為を対象に、洪
水等に対する土地の安全上必要な措置が講じ
られているか等を事前許可制により確認する

・都市計画法の開発許可は、浸水被害防止区域
における開発が原則禁止となる（災害レッド
ゾーン）

・立地適正化計画では、浸水被害防止区域を居
住誘導区域に含めない

・被災前に安全な地域への移転等が可能となる
よう、浸水被害防止区域内の既存住宅等を対
象に、移転や嵩上げ等の改修を行う場合、予
算の支援を受けることができる

浸水被害防止区域の指定による規制等
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第１０章 都市浸水想定の区域における土地の利用に関する事項

都市浸水想定に加え、雨水出水（内水氾濫）浸水想定区域、過去の浸水実績図、治水地形分類図などからハザード情報などを把握するとともに、流域
の土地利用の現況や人口・資産の集積状況などを把握し、水害リスクを評価する。その上で、『吉田川・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」
』に位置付けられている二線堤等、氾濫流の抑制する対策を推進するとともに、人口動態や水害リスク等を踏まえた土地利用の方向性について、関係自
治体等の検討を踏まえ、浸水被害対策（ハード・ソフト）について検討し定める。
また、中小洪水規模の段階から浸水被害の最小化を図るため、多段階浸水想定図又は水害リスクマップを活用した水害リスクの分散方策等を検討し、

浸水域の地形特性や土地利用等に応じた効果的な氾濫流の制御対策を推進する。
水害リスクの評価やブロック毎の土地の利用について留意すべき事項等の検討にあたっては、「水害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン

（令和３年５月）」を参考とするとともに、立地適正化計画に定める防災指針等の防災まちづくりの方向性にも関係することから、吉田川・高城川 命
と生業を守る流域治水推進協議会の場を活用し、河川、下水、都市、農林、防災その他の関係する部局が連携し、都市計画やまちづくりに関する計画等
との整合・連携を図る。
都市浸水想定において、ハード整備後も水害リスクが残る地域（内水被害が頻繁に発生する地域等）においては、都市計画やまちづくりに関する計画

等も踏まえ、土地利用の方針について検討する。

富谷市における都市機能誘導区域
・居住誘導区域の設定状況

宅地嵩上げ例（大崎市志田谷地地区） 復興まちづくりイメージ（大郷町中粕川地区）

現地再建希望者のための嵩上げ宅地の整備

二線堤の整備

二線堤等の盛土構造物
を整備することにより、
河川堤防（本堤）が破堤
して氾濫が発生した場合
における浸水範囲の抑制
を図る。

二線堤のイメージ 出典：国土技術政策総合研究所

水害リスクを踏まえた居住誘導区域の設定

宅地嵩上げの支援や中粕川地区の復興まちづくりによる集落全体の安全性向上など、被害対象を減少さ
せるための対策を推進する。

都市計画区域内における土地利用計画の策定については、洪水浸水想定
区域図や水害リスクマップ等の水害リスク情報を活用することにより、立
地適正化計画において水害リスクを踏まえた都市機能誘導区域や居住誘導
区域等を設定し、災害に強いまちづくりを進める。

また，既に市街地が浸水
エリアに形成されているな
ど、浸水リスクのある地域
を居住誘導区域から除くこ
とが困難であり、ハード整
備後も浸水リスクが残る地
域については、災害リスク
を踏まえた課題を抽出し、
都市の防災に関する機能の
確保を図るための防災指針
を定めるとともに、この方
針に基づくハード・ソフト
の具体的な取組を位置付け
ることにより、必要な防災
・減災対策を計画的に実施
し、災害リスクの回避ある
いは低減を図っていく。
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第１１章 その他浸水被害の防止・軽減及び浸水被害が発生した場合
における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

第１節 排水ポンプ車による広域支援

国土交通省所管の排水ポンプ車は、大規模災害発生時には、市町村から要請に応じて、災害対策車として広域的に支援を行っており、令和元年東日本台風に
おいては鳴瀬川・吉田川流域において全52台で排水活動を実施した（うち東北地方以外の整備局からは26台が広域支援を行った）。
今後も、排水ポンプ車等による効率的かつ効果的な排水作業の実施に向け、検討及び関係者との共有等を図り、広域支援体制の維持・運用を図っていく。

第２節 氾濫発生時の避難支援

災害時には、志田谷地防災センター等を活用して、農業用機械等の避難を支援する。

令和元年東日本台風における排水ポンプ車による排水作業の様子

志田谷地防災センターへの自家用車・農業用機械等の避難状況

令和元年東日本台風 令和4年7月洪水



E45

45

冠水
（R1.10,R4.7）

冠水
（R1.10）

冠水
（R1.10）

上下堤地区 川下地区
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第１１章 その他浸水被害の防止・軽減及び浸水被害が発生した場合
における被害の拡大を防止するための措置に関する事項

第３節 既存道路の嵩上げによる浸水被害の防止・避難路の確保

内水による浸水範囲が拡散・流下することで、家屋浸水の危険性が高まることが課題となっている地域に対し、既存道路の嵩上げ等で氾濫流を制御し、浸水被害の
防止を図る取組を検討する。
洪水時に避難路として活用する道路、道路冠水の発生や避難車両や緊急車両のすれ違いに支障をきたす幅員がある場合、道路の嵩上げや拡幅等による避難路
の確保を検討する。

面積 5,405 区域地区名 大崎市鹿島台地区 志田谷地地区

【凡例】

避難路整備箇所

想定避難ルート

避難対象地域

【現状の課題】

鹿島台志田谷地地区の避難路の一部区間において現道幅員がW=４．０ｍと

狭隘なため、令和元年台風１９号による豪雨災害の際にも、避難車両や緊急

車両とのすれ違いに大変支障を来している。

南川尻線

志田谷地１号線

志田谷地中央線

【整備の方針】

一部区間において現道幅員がW=４．０ｍと

狭隘なため、令和元年台風１９号による豪雨

災害の際にも、避難車両や緊急車両とのす

れ違いに大変支障を来したことから、狭隘区

間の車道を拡幅する。

面積 5,405 区域地区名 大崎市鹿島台地区 鹿島台地域中心市街地

【凡例】

避難路整備箇所

想定避難ルート

避難対象地域

【現状の課題】

鹿島台地域の中心市街地は、道路幅員が狭く、歩道の未整備

路線が多くあることや、地盤が低く道路冠水が頻繁に発生し、災

害時の避難路確保や緊急車両の通行に支障を来たしている。

【整備の方針】

中心市街地の住民が円滑かつ安全に避難

誘導できる路線として、二線堤バイパスから

鹿島台駅を経由し、指定避難所まで通じる避

難路を整備する。

（至）二線堤BP

内水浸水内水浸水

道路嵩上げ

既存道路の嵩上げ等
で、内水浸水から集
落を守る

道路嵩上げイメージ

避難用道路の拡幅・嵩上げ例（大崎市避難困難者ゼロプログラム）

「道路嵩上げ・避難路確保等」取り組み路線（検討地区含む）

※上記は、計画策定時点における取り組み予定であり、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

市町村名 路線名・地区名 位置 取組内容 備考

東松島市 国道45号
東松島市上下堤地内（東松島市上下堤
字平崎前～東松島市川下字北）

緊急輸送路確保

大崎市

（市道）志田谷地1
号線

大崎市鹿島台大迫字上志田地区～同字
下志田地内

狭隘区間拡幅によ
る避難路確保

局部的

（市道）志田谷地中
央線

大崎市鹿島台大迫字美馬野間地内外
狭隘区間拡幅によ
る避難路確保

局部的

（市道）南川尻線 大崎市鹿島台大迫字南川尻地内
狭隘区間拡幅によ
る避難路確保

（市道）木間塚南北
1号線

大崎市鹿島台木間塚字小谷地地内～同
字福芦地内

道路嵩上げによる
避難路確保

（市道）木間塚駅前
東西線

大崎市鹿島台木間塚字福芦地内～同地
内

道路整備による避
難路確保

大和町 落合桧和田地区 落合桧和田地区
事業連携による避
難路等の確保

大郷町 （町道）下り松道南線 大郷町～大郷町
舗装による避難路
確保

【実施箇所（国道45号改築）】
東松島市上下堤地内（東松島市上下堤字平崎前～東松島市川下字北）では、令和元年東日本
台風及び令和4年7月洪水において国道45号が冠水し、一時通行止めが発生した。

国道45号は緊急輸送路に
指定されていることから、道
路嵩上げによる冠水対策を
実施し、安全安心な車両通
行の確保を図る。
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第４節 リスクコミュニケーションの充実

第１１章 浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止する
ための措置に関する事項

流域のあらゆる関係者が自分事として流域治水に取り組むことが重要であり、あらゆる関係者によるリスクコミュニケーションの充実を図る。流域治
水の必要性を理解し、防災意識を次の世代に継承し、危機感、責任感を持って災害に向き合っていく必要がある。
減災対策協議会等による関係機関との連携強化や市町村等とのホットラインによる河川情報の共有、河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体は被

害の最小化を図るため、洪水ハザードマップや内水ハザードマップの作成・周知、住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進、小中学校や地域を
対象とした水災害教育の実施、災害時における関係機関及び住民との避難行動の判断に必要な河川水位に関する迅速な情報提供・収集に向けた取組等に
ついて推進する。また、要配慮者利用施設における避難確保計画の作成、実施義務化されている避難訓練の徹底を図るとともに、助言・勧告制度を活用
し避難確保の実効性を高める。
河川管理者は、水防管理者・消防署・警察署・流域住民に対して、洪水被害発生時における住民の適切な避難判断、行動を支援するために、洪水に係

る正確な情報をいち早く提供するとともに、河川の状況を画像情報により提供し洪水時の切迫感を伝えるため、河川監視カメラを増設し、住民の主体的
な避難行動を促す。さらに、雨量観測データと水位データを最大限活用して、河川水位を上流から下流まで連続した情報として見える化し、身近な箇所
の洪水危険度をわかりやすく表示する水害リスクラインの構築を進める。

水害リスク空白域の解消策検討・ハザードマップ作成区域の拡大

水害リスク情報の空白域を解消するため、水防法の改正に伴い、内外水統合型水害
リスクマップの作成、浸水想定区域図及びハザードマップの作成・公表対象を全ての
一級河川・二級河川および下水道に拡大し、水害リスク情報の更新に合わせて、随時
最新情報への更新を図っていく。 また、平時において水害リスクライン・キキクル
を利用促進し、大雨時には水害の切迫を伝え、流域住民の適切な避難行動を促す。

鶴田川洪水浸水想定区域図（R4.3）

出前講座、シンポジウム、パンフレット等を活用した防災知識の普及・継承

出前講座の様子

防災意識が高いこの地域の特性を見内に継承するため、出前講座やシンポジ
ウム、パンフレット等による啓発活動を行っていく。

防災ワークショップ 水害リスクライン・キキクルの表示例（気象庁ホームページ）

大崎市内水ハザードマップ（R4.6）

パンフレットを活用した防災教育
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第１１章 浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止する
ための措置に関する事項

ダム・遊水地の効果・操作に関わる情報の周知

ダムの機能を最大限に活用する洪水調節の操作方法や、実際の洪水に対す
るダムや遊水地の効果について、広く情報を周知し、地域の理解を深める。

南川ダムの効果（R4.7洪水）

河川防災情報システム等の充実

国土交通省「川の防災情報」 宮城県「河川流域情報システム」

限られた人員で効率的に水位監視を行い、危険に対し速やかな対応を行うため、
遠隔監視能力の向上を図る。
また、あらゆる関係者が管理する雨量・水位情報、施設操作情報（水門・樋門・

樋管操作、排水ポンプ操作等）を、あらゆる関係者がリアルタイムで共有し、円滑
な水防活動を行えるようにシステム開発ならびに情報共有体制の構築を図る。

マイ・タイムライン普及促進

小学生を対象とした
マイ・タイムライン研修（東松島市）

地区の特性に応じた避難行動を認識し、防災意識を高め、自助能力を形成
するための取組として、マイ・タイムラインの作成を推奨し、作成支援のた
めの講習会等を実施する。

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施

令和4年3月に全面改訂された
「要配慮者利用施設における避
難確保計画の作成・活用の手引
き」に基づき、施設利用者の円
滑かつ迅速な避難の確保を図る
ための避難確保計画策定のため
の技術的な支援を行う。
また、策定した避難確保計画

に基づく避難訓練を実施し、災
害に備えて避難の実効性を高め
る。

避難訓練の様子（大和町）

自主防災組織リーダー研修会
（大崎市）
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第１１章 浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止する
ための措置に関する事項

屋外での情報伝達環
境を改善するため、主
要な場所に屋外子局を
増設し、音声が聞き取
れない場所の減少を図
る。
また、難聴地域への

個別受信機の設置や、
メール配信やフリーダ
イヤル、有線放送等複
数のメディアを活用し
て、確実に防災・避難
情報を伝達できるよう
に努める。 大崎市志田谷地地区に増設された防災行政無線屋外子局

防災行政無線・屋外子局等の増設

流域市町村との
ホットラインの強化

洪水予報・気象情報の提供に加えて、従
来のホットラインによる速やかな避難指示
等の判断支援を継続するとともに、Web会
議システム等を活用して河川管理者や市町
村等の流域関係者全員で河川やダムの状況
を確認する等、災害情報・復旧活動等の情
報共有の強化を図り、速やかな水防・復旧
活動に努める。

Ａ市

Ｂ町

Ｃ町

河川事務所等

吉田川の水位が
上昇し避難の検
討が必要です

簡易型河川監視カメラの設置

限られた人員で効率的
に水位監視を行い、危険
に対し速やかな対応を行
うため、遠隔監視能力の
向上を図る。

TEC-FORCE、JETTの派遣

北上川下流河川事務所は、大規模な自然災害時に、被害状況の迅速な
把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧等に取組み、流域
市町村等を支援するため、国土交通省緊急災害対策派遣隊「TEC-FORCE（
テックフォース）」を派遣する。
また、気象台は、大規模な災害が発生又は発生が予想される場合に、

宮城県や流域市町村の災害対策本部等へ気象庁防災対応支援チーム「
JETT（JMA Emergency Task Team）を派遣し、現場のニーズや各機関の活
動状況を踏まえ、気象等のきめ細かな解説を行うことにより、市町村等
の防災対応を支援する。

台風説明会・記者会見の開催

気象台は、台風の接近等により
大雨が予想される場合に、台風や
大雨に関する説明会や記者会見、
WEB会議等を開催し、関係機関や住
民に対して予想される気象状況や
想定される災害、気象台の持つ危
機感を共有する。

報道機関への解説及びオンライン配信を行う会見室

UAV 等による緊急物資輸送

災害時における避難者等への緊急物資等の迅速な供給等を図るため、
緊急時における、既存の防災拠点等を活用したUAV 等による緊急物資輸
送の利用を検討する。また、通常時におけるUAV等を活用した円滑な河川
管理に資する施策についても検討していくものとする。

大崎市

松島町
大郷町

大和町

大衡村

UAV 等による緊急物資輸送イメージ

簡易型河川監視カメラ整備状況

＜身洗川＞ ＜新川＞
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第１１章 浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止する
ための措置に関する事項

第５節 大規模氾濫に関する減災対策

平成27年に発生した関東・東北豪雨災害を契機に、水防災意識社会を再構築することを目的に、平成28年3月に「鳴瀬川等大規模氾濫時の減災対策協
議会」、平成29年5月に「仙台湾圏域大規模氾濫時の減災対策協議会」を設立し、平成28年7月には「水防災意識社会の再構築ビジョン」に基づく鳴瀬川
等の減災に係る取り組み方針を、平成30年1月には仙台湾圏域の減災に係る取り組み方針を策定している。これを受けて「水防災意識社会」の再構築に
向けた緊急行動計画を策定、適宜更新しており、関係機関が一体となって減災に向けた取り組みで実施することで地域の安全性をソフト面から向上させ
ていく。

鳴瀬川等「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画 仙台湾圏域の減災に係る取り組み方針

主な取組事項 目標時期 取組機関

・ ホットラインの構築

毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認（ダム
を含む） 継続実施

仙台管区
気象台

宮城県
市町

・ 夜間等の急激な水位上昇を想定したタイムラインの作成
毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認 継続実施

宮城県
市町

・ 水位周知河川の追加指定 継続実施 宮城県

・ 洪水予報河川・水位周知河川・その他河川に関わらず、簡易
な方法も活用して浸水想定及び河川水位等の情報を提供

毎年、協議会において水害危険性の周知の実施状況を確
認

継続実施
宮城県
市町

・ 簡易的な水害リスク情報の作成･公表
令和2年度
から順次実施

宮城県
市町

・ ダム情報も含めた防災情報を集約したポータルサイトの整備
（宮城県土木部総合情報システムを運用中） 継続実施

令和2年度中
にアクセス
集中対策

宮城県

・ 隣接市町間の避難計画の策定
令和2年度
から順次実施

市町

・ 要配慮者利用施設の管理者への説明会・出前講座等の実
施

継続実施

仙台管区
気象台

宮城県
市

・ 要配慮者利用施設等の避難計画の作成及び訓練の促進
・ 避難確保計画の作成状況、避難訓練の実施状況について、
毎年、協議会の場において進捗状況を確認 継続実施 市

・ プッシュ型の避難指示等の情報発信（緊急速報メールや登
録制メール、Lアラート等の活用） 継続実施 全市町

・ 危険度分布（キキクル）や「警報級の可能性」等の情報改善
及び利用促進（水害時の情報入手のしやすいさをサポート） 継続実施

仙台管区
気象台

洪水時等の速やかな情報伝達及び避難計画等に資する取組

出典：仙台圏域の減災に係る取組方針（令和4年5月改正）
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第１１章 浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止する
ための措置に関する事項

第６節 地域の取り組み

吉田川・高城川流域では、大和町落合桧和田地区の住民が組織する「吉田川流域治水促進同盟会」による河道内のヤナギの芽刈り活動等、治水機能の維持を
目的として地域が主体的に行う活動や、自主防災組織による防災講習会等、防災意識を維持・継承する取り組みが継続的に実践されている。また、令和５年４月に
は、地域を“みず”から守るこをとスローガンに掲げた流域治水オフィシャルサポーター『りゅうちるネットワーク』（R5.6登録）が組織されるなど、地域主体の活動の輪
が広がりを見せている。今後もこれらの活動と協力・連携しながら流域治水を推進していく。

「りゅうちるネットワーク」主催
吉田川高城川流域治水キックオフイベントの様子（2023.8.5）

大和町落合桧和田地区「吉田川流域治水促進同盟
会」やりゅうちるネットワークによる河道内樹木
（ヤナギ）の芽刈り活動の様子（令和5 年3 月）

（１） 地域主導の取り組み



吉田川・高城川流域は、古くから水稲栽培が盛んで、広
大な農地を活用した地域経済や文化の形成が図られてき
た地域である。また、大崎市鹿島台地域の里山に点在し、
希少な淡水魚シナイモツゴ等が生息する「旧品井沼周辺た
め池群」が環境省の「自然共生サイト」に認定されるなど、優
れた自然環境を有しており、ハクチョウやマガン等渡り鳥の
集団越冬地となっている。
よって、今後とも田んぼダムの取り組み拡大やため池の保
全・活用等、自然環境が有する多様な機能を活かすグリー
ンインフラの取り組みを推進していく。
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第１１章 浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止する
ための措置に関する事項

第７節 グリーンインフラの推進

ハザードマップ情報の確認や避難訓練への参加、マイ・タイムラインの作成、防災グッズの準備
等、日頃から災害に備えて、氾濫する場所、避難所の場所、自分が避難するタイミング、避難時に
必要な持ち物等を把握・準備しておくことにより、洪水被害が発生した場合でも、迅速かつ的確な
避難行動がとれるようになる。
また、流域内に位置する工業団地内の企業や近年開発が進む太陽光発電の開発企業等にお
いて、雨水貯留浸透施設や、雨水貯留タンクの設置など、雨水流出の抑制等に資する取り組みも
有効である。
さらに、農業分野においては、洪水時に稲わら等が流出しないように、稲刈り後には早めに水田
の耕うん等により稲わらの漉き込みを行うことを心がけたり、洪水時に流出しやすいものは日頃か
ら高い場所等に保管する等の取り組みも有効である。
これら地域や企業の一体的な取り組みは、洪水被害の防止・軽減、災害発生時においても早期
の復旧・復興に資するものとなることから、常日頃から官民が連携し、流域治水の理解と更なる推
進を図っていく。

第６節 地域の取り組み
（２） 地域や企業で行う取り組み

マイ・タイムライン概念図 洪水後に散乱する稲わらやゴミ
（令和元年東日本台風）
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第１２章 命と生業を守る流域のサポートに関する事項

持続的に流域治水を進めていくためには、防災・減災だけではなく、地域の発展に資する流域治水の実践によるシビックプライドを醸成し、誇りを持てる地域を形成
していくことが重要である。
流域治水の持続性は、それを担うプレイヤーとその活動を理解し支援するサポーターが互いに融合することで初めて担保される。
吉田川・高城川の流域特性、土地利用等を踏まえ、低平地における広大な水田等農耕地を活用したグリーンインフラの機能維持と回復が流域治水の推進にとって
重要であり、生業である農業の持続的な発展に資する営農システムを支援する流域全体でのサポート方策及び支援体制等の強化について、本計画では、

①「農地そのものを守る対策」
②「農産物等の販売促進による対策」
③「農業分野の取り組みの定着と効果普及のための対策」

を３本の柱として、「命と生業を守る流域のサポート」を推進していく。

農業と連携した命と生業を守るサポートイメージ

□農地そのものを守る対策
◆農林水産省等の補助事業の活用
・畦畔の嵩上げ
・排水路の整備・維持補修
・水はけ改良（地下排水整備）、等

◆交流人口の拡大
・地域おこし協力隊
・地元高校との連携、等

□農産物等の販売促進による対策
◆地域の維持管理（次世代育成・高齢化対策、等）
・田んぼダム等、治水貢献農地へ販売利益を還元
・ふるさと納税を活用した農地支援
・グリーンボンド、クラウドファンディングの活用

◆加工品等のブランド化
・ロゴマークを活用した

吉田川・高城川共通ブランドの展開
・地産地消（学校給食・社員食堂等）の推進

◆イベント等を通じた流域治水の広報
・吉田川・高城川流域治水推進協議会ブースの出展
・吉田川・高城川流域治水推進協議会のロゴマーク作成
・交流体験・ツーリズム体験を通じたPR活動

□農業分野の取り組みの定着と
効果普及のための対策

◆小中学生等への学習機会の活用
・出前講座の実施
・共通の教材等の活用

◆メディアを通じた田んぼダムの効果アピール
・ポスター掲示、テレビCM、動画配信、等 出前講座

道の駅での新米販売会

田んぼダム

農地そのものを守る対策

農産物等の販売促進による対策 農業分野の取り組みの定着と
効果普及のための対策

・グリーンインフラの活用
・持続可能な農業の推進

◆イベント等を通じた流域治水の広報
・吉田川・高城川流域治水推進協議会ブースの出展
・吉田川・高城川流域治水推進協議会のロゴマーク作成
・交流体験・ツーリズム体験を通じたPR活動

◆地域の維持管理（次世代育成・高齢化対策、等）
・田んぼダム等、治水貢献農地へ販売利益を還元
・ふるさと納税を活用した農地支援
・グリーンボンド、クラウドファンディングの活用

◆加工品等のブランド化
・ロゴマークを活用した

吉田川・高城川共通ブランドの展開
・地産地消（学校給食・社員食堂等）の推進

◆農林水産省等の補助事業の活用
・畦畔の嵩上げ
・排水路の整備・維持補修
・水はけ改良（地下排水整備）、等

◆交流人口の拡大
・地域おこし協力隊
・地元高校との連携、等

◆小中学生等への学習機会の活用
・出前講座の実施
・共通の教材等の活用

◆メディアを通じた田んぼダムの効果アピール
・ポスター掲示、テレビCM、動画配信、等

営農者

・技術的な指導・支援
・仕組みづくり
・場の提供、機会の提供

地域・企業等
・交流活動・広報活動等への参画
・生産米、加工品等の購入、消費
（ふるさと納税、社員食堂・学校給食等）

国・県・流域自治体・関係機関等



本計画の遂行による効果として定量的に評価した対策は、計画策定時点で明確と
なっている事業のみである。しかし、吉田川・高城川流域は、広大な農地を活用した
田んぼダムや流域内に数多く点在するため池の活用等をはじめとする流域対策の実
施により、水災害リスクを最小化するためのポテンシャルを有している。
今後、各種流域対策を講じることにより、浸水が残る個所の被害を軽減できる可能
性があることから、引き続き、各種流域対策や避難等のソフト対策を組み合わせて、地
域の安全度向上を図っていくものとする。また、緊急時における排水ポンプ車等の配
置に関しても、一部課題が残る個所に対する緊急対応として、事前に対応を整えてお
くことを検討する。
なお、定量化できていない流域対策等の実施にあたっては、今後、学識者の研究と
連携した取り組み実施等により、事業効果の見える化を図りながら、計画のフォローア
ップを行っていく。
当該流域におけるポテンシャルを効率的かつ効果的に活用し、今後も引き続き地域
との合意形成や連携を図り、流域のあらゆる関係者が協働して、考え得るあらゆる取り
組みを駆使し、また組み合わせることにより、浸水被害の最小化を図っていく。
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第１３章 浸水被害を最小化するための仕組み

流域治水推進イメージ

第１節 浸水被害を最小化するための仕組み

東松島市
西川

利府町

仙台市

松島町

大郷町

富谷市

大和町

大衡村

E4

高
城
川→

大崎市

色麻町

内水対策
(水路整備)

国営総合農地防災事業（排水機場機能向上等）

河道整備

国営総合農地防災事業

水路整備

…等

事前放流

余水吐の改良

空き容量の活用

田んぼダム ため池の活用 雨水貯留施設整備 住宅の耐水化

既設ダムの有効活用

…等

水源林の保全

引き続き検討する各種対策

排水ポンプ車による緊急排水

主なハード対策

主なハード対策と引き続き検討する各種流域対策
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第１３章 浸水被害を最小化するための仕組み

「吉田川・高城川命と生業を守る流域治水推進計画」に位置づけた事業の進捗状況について、5年程度を目安として継続的にフォローアップし、関係機関による進
捗状況や課題の共有を図るとともに、地域住民と情報共有を図りながら計画を推進する。計画に変更がある場合は、「吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進
協議会」において、計画の効果的な実施・運用に向けた改善を図るとともに、計画の見直しを行う。

第２節 流域水害対策計画の計画管理

①事業の進捗状況 ・河川事業及び下水道事業、その他の者が実施する事業及び取組等

②流域内の開発状況 ・各市町村における流域内の開発箇所及び面積

③雨水貯留浸透施設等
の整備状況

・河川管理者、下水道管理者、地方公共団体及び民間事業者等が設置した
雨水貯留浸透施設の位置及び容量等

・雨水浸透阻害行為に該当する1,000m2以上の対策工事で設置された雨水
貯留浸透施設の位置及び容量等

・ため池等を活用した場合の位置及び容量等
・水田貯留を実施した水田の位置及び容量等※

・その他、吉田川・鳴瀬川 命と生業を守る流域治水推進計画として実施した
事項等

計画管理項目

※宮城県たんぼダム実証コンソーシアムも含めて確認を実施



【行動計画（行政機関）】

【地域で取り組む行動目標】
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの推進 ・地域要望に応じて説明会等を
実施

・当該エリア
の実績なし

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第１０章 土地利用規制（居住誘導区域の設定） ・立地適正化計画策定済

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

・必要に応じて実施

水害リスク空白域の解消 ・必要に応じて実施

ハザードマップの作成 ・必要に応じて実施

マイ・タイムラインの普及促進 ・地域要望に応じて出前講座
等を実施

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 ・地域要望に応じて出前講座
等を実施

防災情報システム等の充実 ・必要に応じて実施

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

・必要に応じて実施

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【仙台市】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 内水調整池の整備 ・鳴瀬未来中学校建設に伴う調整
池の整備（平成２９年度完了）

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの整備 ・対象エリアの田んぼダムへの取
組みを推進。

ため池等の既存施設の有効活用 ・対象エリアを含めた農業用ため
池の洪水調整機能の整備を推進。

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

ハザードマップの作成 令和５年３月作成
随時更新を行う

マイ・タイムラインの普及促進 随時開催

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 随時開催

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施 随時開催

防災情報システム等の充実 防災行政無線、市登録制メール及
び市公式LINE等、防災情報配信
システムの構築

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【東松島市】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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吉田川・高城川流域水害対策計画（流域水害対策行動計画）

分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る施設整備に関する事項

第４章 公共下水道（雨水）の整備 ・大崎市流域関連公共下水道（鹿
島台地域）による管渠整備

内水氾濫による浸水被害の軽減 ・地区外氾濫水の流入抑制

・既存排水路の改修

・内水排除の検討

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 公共施設を活用した流出抑制 ・公共施設への雨水貯留施設の
整備

森林の保水機能の維持・向上 ・上流部での造林事業による森林
保全

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの推進 ・田んぼダムの取り組みへの支
援
・田んぼダムの認知度，普及率を
上げる啓発活動

ため池等の既存施設の有効活用 ・防災重点農業用ため池緊急整
備事業の検討

・農業用ため池の事前放流、や
非灌漑期の低水位での貯水管理
の呼びかけ

その他特定都市河川流域に
おける既存施設の運用改善等
による浸水被害の防止を図る
ための措置に関する事項

第８章 大雨警戒配備の対応 ・地域の排水ゲート台帳整備及び
排水ゲートの操作マニュアルの
作成

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

貯留機能保全区域又は浸
水被害防止区域の指定の
方針

第９章 区域指定の調整 ・地域との連携
・可能性の検討

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第10章 家屋の浸水被害を減らす ・宅地嵩上げ等の支援

住まい方の工夫（立地適正化計画等） ・防災指針の作成
・居住誘導区域の設定

・宅地嵩上げ等の支援

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大崎市】
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吉田川・高城川流域水害対策計画（流域水害対策行動計画）

分 類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第11章 水害に強い地域づくりに向けた地域の主体的活動を基
本とする自治体の支援（水害リスクの自分事化）

・地域づくり計画の作成など地域
課題の対策に向けた支援

防災訓練の実施、防災ファシリテーターの育成 ・自主防災組織による訓練の実
施，防災指導員の育成

ハザードマップの充実 ・浸水想定区域の変更に伴う外
水ハザードマップの更新
・内水ハザードマップを作成

マイ・タイムラインの普及促進 ・防災士等の講師派遣

防災意識の普及・継承を目的とした出前講座やシンポジ
ウムの開催

・防災士等の講師派遣

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施 ・計画作成、避難訓練の支援

防災情報システム等の充実 ・総合防災情報システム構築

流域市町村とのホットライン活用・強化 ・緊急時、河川情報の迅速な共
有

氾濫水排除の迅速化 ・排水ポンプ車の配置スペース，
進入路，排水ピットの整備

・国へ排水ポンプ車等の緊急派
遣要請

避難路、輸送道路の確保 ・道路の嵩上げや拡幅等による
避難路、輸送路の整備

・国、県に避難路、輸送路の整備
要望

冠水による稲わらの流出抑制 ・稲刈り後における稲わらの早期
すき込みの呼びかけ

早期復旧に向けた環境衛生の改善 ・災害廃棄物処理計画によるス
トックヤード開設，災害ごみの収
集，処理等のマニュアル化，災害
し尿くみ取り助成

災害ボランティア活動の支援 ・災害ボランティア活動の運営に
係る支援

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大崎市】
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吉田川・高城川流域水害対策計画（流域水害対策行動計画）

分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第12章 地域連携による広域イベントの開催や，グリンツーリズ
ムの企画・運営など，上下流周辺地域が一体となったイ
ベント開催による，周辺地域を巻き込んだ地域の発展の
推進

・上流部の森林保全のための植
樹イベント「おおさき未来の森づく
り」などの開催
・イベント等を通じた流域治水の広
報。

環境学習の場の提供（語り部の育成） ・鹿島台地域のため池に生息する
「シナイモツゴ」の保全にかかる
「生きものクラブ」による環境学習
・鹿島台地域の治水の歴史（品井
沼干拓）を学ぶ公民館事業として
の生涯学習
・田んぼダム出前講座

治水施設である土木遺産等の地域振興への活用 ・鹿島台地域の治水施設（地域資
源）などを活用したGIASH（世界農
業遺産）ツーリズムの実施

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大崎市】
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 内水調整池の整備 ・雨水の氾濫から住宅地を守るた
め、宅地等の開発で予想される流
出量の増加に対処していく。

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

貯留機能保全区域又は浸
水被害防止区域の指定の
方針

第９章 貯留機能保全区域の指定 ・指定方針に従い対応していく

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第１０章 土地利用規制（居住誘導区域の設定等） ・立地適正化計画における居住誘
導区域の設定

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 水害リスク空白域の解消 ・各種情報が更新された場合には
ハザードマップ等に反映させていく。

ハザードマップの作成 ・現在作成・配布しているハザード
マップの更新を適宜行っていく。

防災行政無線・屋外子局の増設 ・既設の防災行政無線のスピー
カーについて、高性能スピーカー
への変更の検討

マイ・タイムラインの普及促進 ・活用方法について広報していく。

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 ・各地区、学校等において随時実
施

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施 ・現在水防法に基づく対象施設な
し。今後追加された場合には速や
かに避難確保計画を作成するよう
情報提供等を積極的に行う。

防災情報システム等の充実 ・市民へ確実に防災情報を伝えら
れるよう配信方法等について検討
していく。

流域市町村とのホットライン強化 ・各機関の対応方針に従い対応し
ていく。

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【富谷市】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る施設整備に関する事項

第４章 下水道管渠（雨水）の整備

内水対策（排水路改修・調節池等）の実施

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 内水調整池の整備

公園・校庭等における雨水貯留施設の整備 ・今後公園等整備する際に貯留施
設導入可能か検討する

各戸貯留施設の費用補助 ・どの程度の効果があるのかエリ
ア含め検討

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの整備 地区の田んぼダム整備実施。
・田んぼダム実証コンソーシアム
に参加し取り組みを検討。

ため池等の既存施設の有効活用 ・ため池事前排水など、浸水被害
軽減の取り組みを検討。

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

貯留機能保全区域又は浸
水被害防止区域の指定の
方針

第９章 貯留機能保全区域の指定 ・検討中

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第１０章 宅地嵩上げ支援 ・本町において可能なのか、対象
エリアも含め検討

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【松島町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

水害リスク空白域の解消

ハザードマップの作成 ・R5年度中に更新予定

防災行政無線・屋外子局の増設 ・現時点での増設計画はない

ダム・遊水地の効果・操作に関わる情報周知

マイ・タイムラインの普及促進 ・各地区防災活動において周知

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 ・各地区訓練において実施

簡易河川監視カメラの設置

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施

防災情報システム等の充実 ・継続的に実施

流域市町村とのホットライン強化

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【松島町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 ハザードマップの整備

防災行政無線・屋外子局の整備

マイ・タイムラインの普及促進

防災情報システム等の活用

流域市町村とのホットラインの活用

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【利府町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る施設整備に関する事項

第４章 下水道管渠（雨水）改修計画の検討、改修の実施

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 公園等における雨水貯留施設の維持 ・吉岡東公園、まほろば公園にお
ける貯留施設の維持管理

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 農業用排水施設の機能増強・回復 ・国営総合農地防災事業により吉
田川流域の排水施設再編整備（町
内4排水機場）

田んぼダムの取組 ・鶴巣と落合地区を中心に、田ん
ぼダム取組面積の拡大を図る

ため池等の既存施設の有効活用 ・嘉太神ダムため池、直沢ため池、
名子沢たためを中心に、非かんが
い期における低水管理と事前放流
の呼びかけ継続

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第１０章 水防倉庫等整備事業 ・町内における水防倉庫等の整備
推進

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大和町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

水害リスク空白域の解消

ハザードマップの更新

防災行政無線・屋外子局等の更新

ダム・遊水地の効果や操作に関わる情報周知 ・広報誌、HPによる周知

マイ・タイムラインの普及促進

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 ・防災研修会の開催
・小学生に対する防災教育

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実
施促進

防災情報システム等の充実

流域市町村とのホットライン強化

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大和町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの整備 ・前川地区の田んぼダム整備実施。

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第１０章 宅地嵩上げ支援 防災住環境整備支援事業補助金
交付を令和3年4月から実施

土地利用規制（居住誘導区域の設定等） ・立地適正化計画策定有無を検討

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 ハザードマップの作成 令和2年に作成済み。更新を検討

防災行政無線・屋外子局の増設 屋外支局の増設を検討

マイ・タイムラインの普及促進 研修会の実施を検討

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大郷町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい

Ｐ
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る施設整備に関する事項

第４章 内水対策（排水路改修・調節池等）の実施 ・沢田第２樋菅への排水路検討

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの整備 ・田んぼダムに関する情報収集及
び検討

ため池等の既存施設の有効活用 ・団子沢溜池等の降雨前放流にお
ける流量調整
・事前放水体制の整備の検討

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 ハザードマップの作成 ・適宜に更新し住民に周知

ダム・遊水地の効果・操作に関わる情報周知 ・ホームページ、広報誌等活用

マイ・タイムラインの普及促進 ・自主防災組織毎の講習会の実施

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 ・防災研修会の開催

簡易河川監視カメラの設置 ・村管理河川の監視カメラ設置検
討

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施 ・要配慮者施設避難確保計画の策
定、避難訓練の実施検討

流域市町村とのホットライン強化 ・広域避難に係る協議の推進
・IPトランシーバー等の通信手段
の導入

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

・活用されていない農地の活用
（オーナーを募って農地を有効活
用）
・地域農地保全会活動の推進を検
討

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【大衡村】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 田んぼダムの整備 ・清水地区の田んぼダム整備実施。

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

地域防災計画の改訂

ハザードマップの作成 浸水想定区域の更新等により見
直しを検討

マイ・タイムラインの普及促進 対象地区・対象者を含め普及促進
を検討

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 県防災指導員養成講習会

簡易河川監視カメラの設置 新規設置箇所を随時検討

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施 当該施設への策定に向けた指導

防災情報システム等の充実 同報系防災行政無線・防災情報ア
プリ等の導入を検討

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【色麻町】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る施設整備に関する事項

第４章 吉田川および流入支川の堤防整備・河道掘削等 ・善川・竹林川・吉田川・洞堀川・宮
床川・味明川・身洗川・西川・小西
川

高城川・鶴田川および流入支川の堤防整備・河道掘削
等

・田中川・新川・高城川・鶴田川・新
堀川

河川管理施設の維持管理 ・吉田川・高城川・鶴田川および流
入支川の堆積土砂撤去、支障木
伐採

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 土砂や流木の流出抑制対策 ・治山ダムの設置や森林整備等の
治山事業の実施

・民間団体と連携した森林整備

・砂防事業による土砂・流木対策
の実施

雨水浸透阻害行為の許可 ・法第11条

保全調整池の指定 ・法第44条

雨水貯留浸透施設整備計
画の認定に関する基本的
事項

第６章 雨水貯留浸透施設整備計画の認定 ・法第30条

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 農業用排水施設の機能増強・回復 ・農業用排水施設の遠隔操作を実
施

田んぼダムの普及拡大 ・コンソーシアム等を通じて、田ん
ぼダムの普及拡大を図る

その他特定都市河川流域
における既存施設の運用
改善等による浸水被害の
防止を図るための措置に
関する事項

第８章 河川管理施設の維持管理 ・吉田川・高城川・鶴田川および流
入支川の堆積土砂撤去、支障木
伐採

既存ダムの洪水調節機能強化 ・南川ダム・宮床ダム・嘉太神ダ
ム・牛野ダム

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

貯留機能保全区域又は浸
水被害防止区域の指定の
方針

第９章 貯留機能保全区域の指定 ・法第53条
・貯留機能保全区域の指定方針に
基づき検討

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【宮城県】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承 ・宮城県防災指導員の養成

・出前講座等による防災知識の普
及・啓発

水害リスク空白域の解消 ・洪水浸水想定区域の指定

ハザードマップの作成 ・作成を支援

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実施 ・説明会の実施などによる支援

マイ・タイムラインの普及促進 ・講習会の実施

防災情報システム等の充実 ・河川流域情報システム等の充実

ダム・遊水地の効果・操作に関わる情報周知 ・洪水調整効果の広報

・日頃のダム貯水位の情報提供

流域市町村とのホットライン強化 ・強化を検討

簡易河川監視カメラ・危機管理型水位計の設置

大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

既存道路における嵩上げ等の検討

グリーンインフラの機能維持と回復

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 営農システム支援方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【宮城県】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

氾濫をで
きるだけ
防ぐ・減
らすため
の対策

特定都市河川流域におけ
る施設整備に関する事項

第４章 吉田川・善川・竹林川の築堤・河道掘削・遊水地整備 ・河川整備計画による

特定都市河川流域におけ
る雨水貯留浸透施設整備
に関する事項

第５章 雨水浸透阻害行為に対する対策工事 ・志田谷地地区、鹿島台出張所の
対策工事を検討

特定都市河川流域におい
て農業分野が行う浸水被
害の防止を図るための措
置に関する事項

第７章 農業用排水施設の機能増強・回復 ・吉田川流域の内水対策等の実施。

その他特定都市河川流域
における既存施設の運用
改善等による浸水被害の
防止を図るための措置に
関する事項

第８章 土砂や流木の流出抑制対策 ・治山事業による流出抑制の実施

各戸貯留施設の費用補助 ・対象エリアを含めた制度設計を
検討

防水壁の設置 ・排水機場等における対策実施

宮城県北部流域における国有林の森林整備・治水対策
の推進

被害対
象を減少
させるた
めの対
策

貯留機能保全区域又は浸
水被害防止区域の指定の
方針

第９章 貯留機能保全区域の設定
浸水被害防止区域の設定

・指定の基本方針を踏まえ検討

都市浸水想定の区域にお
ける土地の利用に関する
事項

第１０章 氾濫流抑制対策（二線堤等）

宅地嵩上げ支援 ・浸水状況を踏まえた制度設計を
検討

住まい方の工夫（立地適正化計画等） ・立地適正化計画の策定支援等

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【国 （国交省、農水省、林野庁、気象庁）】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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分類 対策項目 【短期】 【中期】 【中長期】 概要 備 考

被害の
軽減・早
期復旧・
復興のた
めの対
策

その他浸水被害の防止・
軽減及び浸水被害が発生
した場合における被害の
拡大を防止するための措
置に関する事項

第１１章 大規模氾濫に対する減災対策（水防災意識社会の再構
築に向けた緊急行動計画および減災に係るソフト対策）

水害リスク空白域の解消

ハザードマップの作成支援

防災行政無線・屋外子局の増設

ダム・遊水地の効果・操作に関わる情報周知

マイ・タイムラインの普及促進

出前講座・シンポジウム等による防災知識の普及・継承

簡易河川監視カメラの設置

要配慮者施設避難確保計画促進および避難訓練の実
施

防災情報システム等の充実 排水機場地点の内外水位情報や
カメラ映像の情報共有

流域市町村とのホットライン強化、台風説明会・記者会
見の実施、市町村等へのTECH-FORCE、JETTの派遣

関係機関で危機感を共有し円滑な
防災対応に資する

防災ワークショップ、出前講座等による周知・啓発 災害リスクを“自分事化”し、気象
情報の理解・利活用促進を図る

洪水予報・線状降水帯による大雨情報等・水害リスクラ
イン・洪水キキクルの提供及び利活用促進

災害リスクを“自分事化”し、住民
の適切な避難行動を促進する

関係機関との“振り返り”実施及び防災気象情報等の改
善

大雨時の気象情報の発表状況及
び防災対応を振り返り防災情報改
善等に資する

各流域の気象特性や流域平均雨量予測の検証、関係
機関への気象解説、防災計画・タイムライン策定等への
技術的助言

命と生業を守る流域のサポートに関する
事項

第１２章 グリーンインフラの機能維持と回復、営農システム支援
方策・体制等の強化

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります

【国（国交省、農水省、林野庁、気象庁）】

吉田川・高城川 命と生業を守る流域治水推進計画（行動計画）
なりわい
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地域で取り組む流域治水の行動目標

分類 取 組 項 目 取り組みによる効果
備
考

氾濫をでき
るだけ防ぐ・
減らすため
の対策

各家庭での貯留タンクを使用した雨水の一時貯留、庭の一部を雨水が浸透又は貯留させ
る構造にする 降った雨が一気に河川に流出するのを防いだり、遅らせたり

することにより、河川の急激な水位上昇を抑え、洪水を防止す
る効果があります。企業における貯留タンクを使用した雨水の一時貯留、敷地の一部を雨水が浸透又は貯留

させる構造にする

家の周辺の側溝や、雨水枡の集水口の清掃などを行い機能を維持に努める 適切な維持管理により、流れる断面の確保を行うことで途中
で溢れることを防止します。

上流域の森林、山林における保水機能のための森林保全活動を行う 降った雨が、地下に浸透し、保水する機能を確保することで、
河川への流出を抑えたり、遅らせたりすることができます。

グリーンインフラ維持活動に参加する、支援イベントを開催する 維持保全活動により水害対策に寄与するグリーンインフラの
持つ機能を確保することができます。

被害対象を
減少させる
ための対策

家屋の新築、建て替え時に宅地を嵩上げる 洪水発生時に家屋が浸水しないようになります。

自宅の敷地内に浸水被害防止のための堰板や遮水できる機能を準備しておく 氾濫が発生した場合、敷地内に氾濫水が流入してくるのを防
止できます。

被害の軽
減・早期復
旧・復興の
ための対策

水位情報等の防災情報を入手できるシステムを参考に情報を集める 防災情報を収集・把握することにより、臨機応変な避難行動
につなげられます。

ハザードマップ等を確認し、浸水の可能性があるエリアを確認しておく

日ごろから、ハザードマップの情報を確認、避難訓練への参
加、マイタイムラインの作成、防災グッズの準備を行うことによ
り、氾濫する場所、避難所の場所、自分が避難するタイミング、
避難時に必要な持ち物等を事前に把握・準備しておくことによ
り、洪水被害が発生した場合でも、迅速かつ的確な避難行動
がとれます

災害発生時における取るべき避難行動を想定しておく

地域の避難訓練に参加する

マイ・タイムラインを作成する

防災グッズ等を準備する。
２階等の垂直避難する場所に備蓄をしておく

※具体的な対策内容やスケジュールは、
今後の調査・検討等により変更となる場合があります
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